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1 プラン策定の趣旨 
  昭和50年（1975年）の国際婦人年以降、男女共同参画意識の高まりは、世界的な

広がりをみせ、我が国においても平成11年（1999年）に制定された「男女共同参画

社会基本法」前文に「男女が、互いに個性と能力を十分に発揮することができる男女共

同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。（中略）男女共同参画社会の実現を21

世紀の我が国社会を決定する最重要課題」と明記し、府省横断的にさまざまな取り組み

が実施されています。 

太子町におきましても、平成16年（2004年）に策定しました「太子町男女共同参

画プラン」、平成 21 年（2009 年）に策定しました「太子町男女共同参画プラン（改

訂版）」、平成26年（2014年）に策定しました「第3次太子町男女共同参画プラン」

に基づき、男女共同参画社会の実現をめざした施策を推進してきました。 

しかしながら、男女の性別による固定的な役割分担意識や家庭や職場をはじめとする

さまざまな場面での男女の不平等感は根強く、男女共同参画社会の実現への課題は依然

として多く存在しています。 

この度、「第3次太子町男女共同参画プラン」の計画期間が平成31年（2019 

年）3月で終了することから、これまでの取り組みを継承しつつ、現状を踏まえたさま

ざまな課題に対応しながら、引き続き男女共同社会実現に向けての施策を総合的・計画

的に推進するため、この「第4次太子町男女共同参画プラン」を策定するものです。 

また、被害者の多くが女性であるDV（＝ドメスティック・バイオレンス）被害者の

早期発見と早期支援を目的とした、「太子町配偶者等暴力（DV）対策基本計画」を前

計画と同様、本プラン中に包含することとします。 

 さらに、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、「女性活躍推進法」

という。）が平成 28 年（2016 年）4 月より施行されたことで、女性の活躍に向けた

取組が社会全体で拡大を見せていることから、女性活躍推進法に規定される「推進計画」

を盛り込みます。 

 

2 プラン策定の背景 

（1）国・県の動き 

①国の動き 

我が国では、昭和60年（1985年）の女子差別撤廃条約の批准後、平成3年（1991

年）の「西暦2000年に向けての新国内行動計画」の策定、男女雇用機会均等法や育児・

介護休業法の制定など、法律や制度面でも大きく施策を進めてきました。 

平成11年（1999年）6月には、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため「男女共同参画社会基本法」が公布・施行され、国や地方

自治体、国民が男女共同参画社会の形成に取り組む責務が法律に明記されました。 

さらに、平成12年（2000年）12月には、同基本法に基づく男女共同参画に係る初

めての法定計画である「男女共同参画基本計画」が策定されました。 

また、平成13年（2001年）には、省庁再編により「内閣府」が置かれ、その中に「男
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女共同参画会議」と「男女共同参画局」が設置されるなど男女共同参画に関する推進体制

を強化しました。 

同年には、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下「DV 防止

法」という。）が制定され、平成 16 年（2004 年）には、保護命令制度の拡充や被害者

の自立支援の明確化などを規定した改正法が施行されるなど、平成25年（2013年）ま

でに、実効性を持った被害者保護・支援を目的とした改正が行われています。 

平成15年（2003年）には、男女共同参画推進本部が、社会のあらゆる分野において

指導的地位に女性が占める割合が平成32年（2020年）までに少なくとも30%程度に

なることを期待し、女性のチャレンジ支援策に取り組むことを明記した閣議決定をしまし

た。 

また、平成17年（2005年）には、「男女共同参画基本計画（第2次）」が策定されま

した。平成18年（2006年）には、官民トップ会議において「仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）憲章」、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定し、平

成20年（2008年）には、男女共同参画推進本部において、女性の参画の拡大推進の戦

略的取組指針「女性の参画加速プログラム」を決定しました。 

平成22年（2010年）には、「男女共同参画基本計画（第3次）」が策定されました。

平成25年（2013年）には、日本再興戦略において女性の活躍推進を我が国の成長戦略

の中核として位置づけることが閣議決定されました。 

平成27年（2015年）には、「男女共同参画基本計画（第4次）」が策定されました。 

 

②兵庫県の動き 

県では、昭和 53 年（1978 年）に「兵庫県婦人行動綱領」を制定し、その後、昭和

60年（1985年）に「ひょうごの婦人しあわせプラン」を、平成2年（1990年）に「新

ひょうごの女性しあわせプラン」を策定、そして平成 13 年（2001 年）3 月には、「兵

庫県男女共同参画計画 ひょうご男女共同参画プラン21」が策定されました。 

また、平成14年（2002年）4月には、「男女共同参画社会づくり条例」が施行され、

平成 15 年（2003 年）には、「男女共同参画兵庫県率先行動計画・ひょうごアクション

8」が策定されました。 

平成18年（2006年）4月、取り組みをさらに進めるために、平成18年度から22

年度までに実施する具体的施策「ひょうご男女共同参画プラン21後期実施計画」が策定

されました。平成23年（2011年）には、「新ひょうご男女共同参画プラン21」が策

定されました。 

平成28年（2016年）には、「ひょうご男女いきいきプラン2020」を策定されまし

た。 

 また、平成30年（2018年）には、「第6次男女共同参画兵庫県率先行動計画・ひょ

うごアクション8」を策定し、県自ら男女共同参画のモデルとなるよう取り組んでいます。 
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（2）太子町の動き 

①太子町の取り組み 

国内外で､女性問題への関心が高まるなか、太子町では、かねてから女性の意見を町政に

反映したいという考えから女性の社会参画の支援に努めてきました。 

平成11年（1999年）6月に「女性セミナー（平成13年（2001年）に男女共生セ

ミナーに名称を改める。）」を開講し1期生から3期生までが、女性の意識と能力の向上を

図るため2年間学習し、その成果を「太子町模擬議会」、「寸劇」、「紙芝居」として発表し

ました。平成17年（2005年）には、地域リーダーの育成を図るため「ファシリテータ

ー養成講座」を開講し、平成18年（2006年）にはこれらのセミナー受講生有志による

グループが活動を開始し地域リーダーとして活躍されています。 

また、プラン策定に向けて、平成 14 年（2002 年）には、「男女共同参画社会につい

ての町民アンケート調査」を実施し、町民の意識や実態の把握を行い、翌年の平成15年

（2003年）には､学識経験者や住民で組織する「太子町男女共同参画プラン策定委員会」

を設立し､庁内においても計画を全庁的に進めるために「太子町男女共同参画推進本部」と

「太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチーム」を設置しました。 

それぞれの委員会では､国内外の新しい動きや町施策の推進状況を踏まえ計画の策定に

ついて審議が進められ､平成16年（2004年）6月に「太子町男女共同参画プラン」、平

成21年（2009年）3月に「太子町男女共同参画プラン（改訂版）」、平成26年（2014

年）3月に「第3次太子町男女共同参画プラン」を策定し、男女共同参画社会の実現をめ

ざした施策を推進してきました。 

②太子町の社会状況 

◇人口の推移 

  太子町の人口は、平成27年国勢調査（2015年10月1日現在）の結果では33,690

人です。この結果は、前回調査から0.8％の増加となっています。 

世帯数についても同様に増加しています。 

（図1）人口の推移 〔太子町〕

 

資料：国勢調査 
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◇人口構造の推移 

  太子町の人口構造は、平成22年度と平成27年度を比較すると、65歳以上の人口

割合が4.9ポイント高くなり、年少人口（0～14歳の人口）割合が0.9ポイント低く

なり、高齢者や年少者を支える生産年齢人口（15～64歳人口）の割合が4.0ポイント

低くなる結果となりました。 

全国的に少子高齢化が進むなか、太子町においても少子高齢化が進んでいることが数

値として現れた結果となりました。 

（図2）人口構造の推移（太子町） 

 

資料：国勢調査 

◇合計特殊出生率の推移 

  15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が一生涯に産む

子どもの人数に相当する合計特殊出生率は、平成22年度と平成27年度を比較すると

0.23ポイント低くなっています。 

 

（表3-1）合計特殊出生率の推移                       （単位：％）  

 
昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 

太子町 1.70  1.63  1.51  1.57  1.50  1.79  1.56 

兵庫県 1.75  1.53  1.41  1.38  1.25  1.41  1.48 

全 国 1.76  1.54  1.42  1.36  1.26  1.39  1.45 

 
資料：国勢調査 

 
 
 
 
 
 
 
 

25.9 
21.2 17.3 16.4 16.3 17.3 16.4 

65.9
69.4

71.7 70.5 67.8 63.1
59.1

8.2 9.4 11 13.1 15.9 19.6
24.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

65歳以上

生産年齢人口

年少人口



 6 

（図3-2）合計特殊出生率の推移 

 
資料：国勢調査 

◇家族構成の変化 

社会、経済の構造的な変化と、人々の価値観やライフスタイルの変化によって家族構

成の形態も多様化しています。 

太子町においても、「夫婦と子ども」や「その他の世帯」は減少傾向で、一方で「夫婦

のみの世帯」や「ひとり親世帯」、「単独世帯」は増加傾向にあり、家族構成の多様化が

進んでいます。 

これまで主流であった男性が働き、女性が家事や子育て、高齢者の介護を担うといっ

た性別役割分担意識や、それに根ざした男女の役割・生き方の見直しを迫られています。 

 

（図4）世帯構成別にみた世帯数の推移（太子町） 

 

資料：国勢調査 
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◇就業の状況 

太子町の女性の労働力率は、全国や県の結果と同様に結婚・出産・子育て期にあたる

30代から40代前半にかけて低下する、M字カーブを描いています。 

これは、女性が結婚や出産、子育てを機に離職していることを示しており、平成29

年度に町が実施した「太子町男女共同参画に関する住民意識調査」の結果でも、仕事を

続けることができるよう、子育て支援や職場環境の整備、子育て終了後の再就職支援の

推進が求められています。 

 

（表5-1）女性の年齢別労働力率                      （単位：％） 

 

（図5-2）女性の年齢別労働力率 

 

    資料：平成27年国勢調査 
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（図6）男女が働き続けるために必要だと思うこと （複数回答） 

 

     資料：平成29年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査  
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3 プランの性格 
（1）「男女共同参画社会基本法」第14条第3項に基づく計画であり、国の「男女共同参

画基本計画（第4次）」および兵庫県の「ひょうご男女いきいきプラン2020」の趣

旨を踏まえて、太子町が取り組むべき具体的施策を総合的、計画的に推進するための

指針として策定するもので、前プランを継承した計画として位置づけます。 

（2）太子町における男女共同参画社会の形成のための基本指針であり、上位計画である

「第5次太子町総合計画」のもと、他の計画との整合性も考慮しています。 

（3）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」第2条の3第3項に

基づく配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的

な計画「太子町配偶者等暴力（DV）対策基本計画」として位置づけます。 

（4）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第 6 条第 2 項に基づく女性の

職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画「太子町女性活躍推進計画」

として位置づけます。 

（5）「平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査（以下、「住民アン

ケート」という。）」の結果を参考にしています。 

（6）施策の推進にあたっては、行政のみならず、町民をはじめ、事業所、各種団体、グ

ループ、ＮＰＯなどの主体的な参画と協働のもとに進めていくものです。 

 

4 プランの期間 
  このプランの目標年度は、2019年（平成31年）度から2023年（平成35年）

度までの5年間とします。ただし、国内外の動向や社会情勢の変化などに対応した施策

を進めるため、必要に応じて見直しを行います。 
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このページは白紙です 
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第Ⅱ章 

プランの基本的な考え方 
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1 基本理念 

  男女共同参画社会の実現に向け、太子町における男女共同参画に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するため、本プランの基本理念を以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女がともに希望をもって自分らしく活躍するためには、家庭や職場などのあ

らゆる場で互いを理解し、尊重する気持ちを育み、今までの慣習や意識を改め、

信頼し支え合うことが大切です。このような社会を実現し、男女共同参画を取り

巻くさまざまな問題を是正するための基本理念を掲げます。 

新しい男女のあり方を見つけることによって、あらゆる面で男女が自立し、共

に責任を分かち合う対等なパートナーシップが確立でき、共に豊かな充実した生

活を送ることができる男女共同参画社会の実現をめざします。 

 

 

2 基本目標 

  住民アンケート、国および県の推進計画、第3次プランの検証結果などから、

「意識」「暮らし」「働くこと」というキーワードを導き出し、新たに法整備

された「女性活躍推進」という考えを加えた4つの基本目標を掲げ、本プラン

の基本理念に基づき、施策の推進に取り組みます。 

 

（1）男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり 

 

（2）安心して暮らせる環境づくり 

 

（3）仕事と生活が両立できる環境づくり 

 

（4）全ての男女がともに活躍できる環境づくり 

  

た   互い
たが

の人権を 尊重し   

い   意識
いしき

を変えよう 男女の参画 

し   信頼
しんらい

し合える 社会づくり 
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3 求められる取り組み 

 平成29年度に実施した住民アンケートの結果、回答数が多かった項目に関連

する取り組みや特定の法律で推進事項である取り組みについて、より積極的に推進

します。 

  

（1）男女共同参画意識の普及・啓発および教育・学習の推進 ⇒【基本目標1内で取り組む】 

固定的な性別役割分担意識に基づく制度や慣行によって個人の自由な選択が妨げられな

いよう、広報誌やホームページをはじめ、セミナーや講演会などのあらゆる機会を通じて    

継続的な啓発活動を推進し、男女が互いを認め、立場を尊重し合える意識を醸成します。 

さらに、多様な選択を可能にする教育・学習は、未来を担う子どもたちの意識や価値観

に男女共同参画意識や人権意識を根付かせるとともに、将来あらゆる分野で能力を発揮す

るために必要不可欠なものです。子どもたちが性別にとらわれず、主体的に社会に参画し

ていく能力の育成を図ります。 

（2）子育て・介護がしやすい環境づくり ⇒【基本目標2内で取り組む】 

固定的な性別役割分担意識によって、育児や介護などの主な担い手は従来より女性であ

ることが多く、そのことが、女性の就労や地域社会への参画を妨げる要因となってきまし

た。男性の意識改革が不可欠であるのと同時に、子育てや介護支援の充実が必要です。 

子育てや介護支援の充実および現行サービスの広報・啓発を推進し、個々のケースにお 

けるニーズに応え、女性が社会進出しやすい環境づくりを推進します。 

（3）DVの根絶と防止対策および支援の推進 ⇒【基本目標2内で取り組む】 

配偶者などからの暴力（DV）は、身体への暴力だけでなく、言葉による精神的な暴力

を含め、被害者の心身に危害を及ぼす重大な人権侵害です。 

どのような場合であってもDVを許さない社会認識の啓発と防止対策、被害者の保護な 

どの体制を強化し、DVの根絶に向けた取り組みを推進します。 

（4）就労の場における男女共同参画の推進 ⇒【基本目標3内で取り組む】 

男女がともに充実した生活を持続するためには、働きたいと希望する全ての人に平等に

チャンスが与えられなければなりません。 

また、男性と異なることのない女性の就業機会の確保や職域の拡大、再就職など、女性 

のチャレンジやキャリアアップを推進し、女性の知識や能力の向上を支援し、就労の場に

おける男女間の差をなくし、お互いに能力を発揮することができるよう施策を推進します。 

（5）全ての男女がともに活躍できる環境づくり ⇒【基本目標4内で取り組む】 

男女共同参画の実現のためには、男女が社会における対等な構成員として、共に責任を

担い、自らの意思によって社会のあらゆる分野の活動に参画する機会が確保されることが

必要です。 

 あらゆる分野で女性が参画し、活躍できるような環境づくりを推進します。 
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（図7）男女共同参画の推進に必要だと思う施策 （複数回答） 

 

資料：平成29年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

53.2

47.8

34.7

27.5

26.3

24.1

24.1

19.9

14.7

9.0

8.8

8.8

1.6

0.7

51.9

47.2

33.0

30.2

23.1

25.9

24.5

22.6

15.6

10.8

11.3

10.8

2.8

5.7

54.2

48.6

36.1

25.7

28.8

22.9

23.6

18.1

13.5

7.6

6.9

7.3

0.7

7.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

介護サービスの充実

保育サービスや学童保育などの子育て

支援の充実

学校などにおける男女平等教育の推進

職場における男女均等な取扱いについ

ての周知徹底を図る

女性の就労支援の充実

広報誌や講演会などによる男女の平等

と相互理解についての啓発

社会教育・生涯学習の場での学習の充

実

地域活動における男女共同参画の推進

検診体制や相談など健康に関する事業

の充実

審議会などの委員への女性の登用

地域での女性リーダーの育成

男女共同参画センターの充実

その他

無回答

全体（502）

男性（212）

女性（288）
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このプランにおける施策の体系は、1３の基本課題、28の施策の方向および54の
具体的施策により構成されています。 

１ 施策の体系    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1．男女共同参画社会の

実現に向けた基盤づく

り 

2．安心して暮らせる環

境づくり 

1．男女共同参画意識の普及・

啓発の推進 

2．教育を通じた学習・理解の

推進 

7．ハラスメントおよび虐待防

止対策の推進 

8．防犯の視点からの男女共同

参画の推進 

9．ＤＶの根絶と防止対策およ

び支援の推進 

1．男女共同参画に関する広報・啓発の推進 

2．各種メディアにおける人権尊重の推進 

3．男女共同参画の視点に立った学校教育の推進 

4．男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進 

 

 

12．性と生殖に関する健康・権利についての意識の普及と支

援体制の充実 

13．妊娠・出産に関する健康支援と母子保健の充実 

14．生涯を通じた男女の心と体の健康維持 

15．多様な性のあり方への理解促進 

16．ハラスメント防止に向けた対策の推進 

17．虐待の防止に向けた対策の推進 

   

18．ストーカー行為・性犯罪・売買春などの防止対策の推進 

基 本 目 標 基 本 課 題 施 策 の 方 向 

5．子育て・介護がしやすい環

境づくり 

6．一人ひとりの性の尊重と心

とからだの健康づくり 

09．子育てしやすい環境づくり 

10．介護しやすい環境づくり 

11．家庭状況に応じた自立支援 

 

3．地域社会・行政が推進する

男女共同参画 

４．男女共同参画プランの推進

体制の整備 

5．庁内の男女共同参画の推進 

6．国・県・地域社会・各種団体との連携と協働 

7．第４次太子町男女共同参画プランの推進 

8．男女共同参画推進のための拠点づくり 

19．ＤＶ根絶に向けた啓発・教育 

20．ＤＶ被害者の支援体制の整備・充実 

21．ＤＶ被害者の情報管理の徹底 
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3．仕事と生活が両立で

きる環境づくり 

4．全ての男女がともに

活躍できる環境づくり 

10．ワーク・ライフ・バラン

ス（仕事と生活の調和）の

実現 

11．就労の場における男女共

同参画の推進 

12．政策・方針決定の場への

女性参画の促進 

13．防災分野における男女共

同参画の推進 

22．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

23．仕事と子育て・介護の両立の推進 

24．男女の均等な就業機会と職域拡大の促進 

25．女性のチャレンジ支援（エンパワーメント支援） 

26．審議会、委員会などへの女性の参画促進 

27．事業所や各種団体などにおける女性の参画促進 

28．防災・復興への取り組みにおける男女共同参画の推進 

基 本 目 標 基 本 課 題 施 策 の 方 向 
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このページは白紙です 
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２ 施策の内容  

【基本目標１】 

男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり 

 

  男女が対等な立場で自分の意思によって社会のあらゆる分野に参画する機会

が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会的および文化的利益を享受で

き、共に責任を担うべき社会を実現するため、平成 11年（1999 年）に男女

共同参画基本法が施行されて以降、男女共同参画社会の実現をめざしたさまざ

まな法律や制度が整備されてきました。 

しかしながら、性差別や「男は仕事、女は家庭」といった固定的な性別役割

分担意識は、家庭・職場・学校・地域のあらゆる分野に、依然として深く残っ

ています。 

目まぐるしく変化する社会情勢の中で、潜在的な意識の改革は一朝一夕では

成しえないことから、こうした状況を少しずつ改革し、男女がともにその立場

を尊重し、対等に責任を分かち合いながら、個性と能力を十分に発揮すること

のできる男女共同参画社会を築いていくための基盤として、さまざまな角度か

ら意識の醸成を図ります。 
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i 基本課題１  

男女共同参画意識の普及・啓発の推進 

 

◆現状と課題 

 男女が互いを認め、立場を尊重し合える社会の実現には、男女が正しい基本

的知識を身につけることが重要です。 

しかしながら、我が国の高度成長期を支え、日本の繁栄をもたらした「男は

仕事、女は家庭」という固定的な性別役割分担意識は、社会情勢が変わった現

在においても、家庭、職場、学校、地域の中に存在し続け、男女の生き方や働

き方の可能性を狭めている状況も見受けられます。 

平成 29年度に実施した住民アンケートの『「男は仕事、女は家庭」という考

え方について』の設問で、「反対」は 63.9％（「どちらかといえばそう思わない」

を含む。）、「賛成」は 29.9%（「どちらかといえばそう思う」を含む。）の結果

となり、約 3割の町民の意識改革が進んでいない現状です。 

また、社会の価値観や人々の意識の形成にメディアが与える影響は多大であ

ることから、固定的な性別役割分担意識を助長することがないよう、人権に配

慮した表現を推進していくことが重要であるとともに、情報を受け入れる側も、

主体的に正しいものを読み取る能力を養うことが重要です。 

これらのことから、今後も社会のあらゆる分野において、男女共同参画の視

点で見直し、一人ひとりの意識に潜在している性別役割分担意識や男性優位の

考え方など、現状の解消に向け普及・啓発の推進を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

１．男女共同参画に関する広報・啓発の推進 

２．各種メディアにおける男女共同参画の推進 

  

 



21 

 

（図 8）「男は仕事、女は家庭」という考え方について 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

施策の方向 1 男女共同参画に関する広報・啓発の推進 
 性別役割分担意識に基づく制度や慣行などを見直し、男女共同参画の意識を広く浸透させます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 情報提供・啓発活動の推進 

性別役割分担意識に基づいた制度・慣行などの見

直しや男女平等の意識づくりに向けた広報・啓発

活動を充実させます。 

●広報、ホームページなどによる啓発の充実 

●男女共同参画に関する情報提供の実施 

●男女共同参画週間などさまざまな機会を通じた広

報・啓発の実施 

企画政策課 

社会教育課 

② 
講演会・講座・セミナーな

どの実施 

男女共同参画社会の実現に向けて、意識啓発をす

るために講演会などを開催します。 

また、誰もが参加しやすい開催日時、託児などに

配慮します。 

●人権教育実践発表会の開催 

●住民学習会･人間の生き方講座の充実 

●「男女共同参画」をテーマにした講演会などの開催 

●「男女共同参画」をテーマにしたセミナーなどの実   

 施 

企画政策課 

社会教育課 

 

 

 

3.5

8.5

5.6

20.8

28.8

24.3

19.4

19.3

19.3

49.3

38.2

44.6

4.2

2.8

3.6

2.8

2.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

（288）

男性

（212）

全体

（502）

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答
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施策の方向 2 各種メディアにおける男女共同参画の推進 
 町が各種メディアで発信する情報について、男女共同参画の視点で作成します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 

町が広報やホームページ

などで発信する情報につ

いて、男女共同参画の視点

に立った表現の徹底 

固定的な性別役割にとらわれない、多様な姿を積

極的に取り上げていくよう、町が広報やホームペ

ージなどで発信する情報について男女共同参画

の視点に立ち作成します。 

●男女共同参画の視点に立った表現の徹底 

企画政策課 

関係各課 
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i 基本課題２  

教育を通じた学習・理解の推進 

  

◆現状と課題 

 男女共同参画社会を実現するためには、国民一人ひとりが男女共同参画につ

いての意識や自立の意識を有することが重要であり、多様な選択を可能にする

教育・学習は、未来を担う子どもたちの意識や価値観に男女平等意識や人権意

識を根付かせるとともに、将来あらゆる分野で能力を発揮するために必要不可

欠なものです。 

住民アンケートの『子育てについての考え方』の結果では「女の子、男の子

と性別による区別はせずに、個性に応じた育て方をするほうがよい」という意

見が全体で 52.4%となり過半数を占め、「女の子は女らしく、男の子は男らし

く育てるほうがよい」という意見は全体の 10.4%であり、「ある程度、女の子

は女らしく、男の子は男らしく育てるほうがよい」という意見は全体の 32.5％

でした。 

子どもたちが「女らしさや男らしさ」という固定観念にとらわれず、一人ひと

りが個性と能力を十分に発揮できるよう、多くの時間を過ごしている学校にお

いて男女共同参画の視点に立った教育の充実を図ることが重要です。 

また、あらゆる世代の人々が性別にとらわれず、自ら希望するライフスタイル

を主体的に選択し、地域社会でいきいきと過ごすために、男女共同参画の視点

に立った生涯学習の機会を創出し、意識啓発を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

3．男女共同参画の視点に立った学校教育の推進 

4．男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進 
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（図 9）「子どもの育て方」について 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

施策の方向 3 男女共同参画の視点に立った学校教育の推進 
 子どもたちが性別にとらわれず、主体的に社会に参画していく能力の育成を図ります。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
成長段階に応じた教育の

推進 

成長段階に応じた男女共生教育を推進し、個性や

能力の伸長を図ります。子どもたちが「自分らし

さ」を発揮し幅広い選択ができるよう自然の中や

地域社会でのさまざまな体験活動を通した教育

を推進します。 

●男女共同参画の視点に立った進路指導の充実 

●さまざまな体験活動を導入した教育活動の推進 

●人権教育の充実（保育所・幼稚園・小学校・中学校・

高等学校） 

社会福祉課 

管理課 

社会教育課 

 

② 
学校現場における男女共

同参画の推進 

学校現場におけるあらゆる機会を通して男女共

同参画の意識を育みます。 

●男女共同参画の視点に立った教職員の配置の推進 

●セクシュアル・ハラスメント防止策に関する研修会

の開催 

●教職員のための人権、男女共同参画教育研修の充実 

●保護者を対象とした男女共同参画に関する研修の実

施 

管理課 

社会教育課 

 

4.2

18.4

10.4

32.6

32.5

32.5

56.6

46.7

52.4

1.4

0.8

1.7

0.9

1.4

3.5

1.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（288）

男性（212）

全体（502）

女の子は女らしく、男の子は男らしく育てるほうがよい

ある程度、女の子は女らしく、男の子は男らしく育てるほうがよい

女の子、男の子と性別による区別はせずに、個性に応じた育て方をするほうがよい

その他

わからない

無回答
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施策の方向 4 男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進 
社会教育や生涯学習を通じて男女共同参画に関する学習機会を提供します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 生涯学習講座の推進 

男女共同参画の視点に立った生涯学習講座を開

催します。 

●公民館などにおける男女共同参画に関する学習機会

の充実 

●男女共同参画に関する人権学習の充実 

●若年層を対象とした講座の実施 

企画政策課 

社会教育課 
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i 基本課題3  

地域社会・行政が推進する男女共同参画 

 

◆現状と課題 

 男女共同参画社会の実現には、行政が男女共同参画の視点を反映した施策を

総合的に展開する必要があり、その政策の立案や実施に携わる町職員自らが、

男女共同参画についての意識を備え、多岐にわたる町行政執務を遂行していく

ことが、町全体の男女共同参画の推進へとつながります。 

 第 3 次太子町男女共同参画プランに基づき、太子町の職場での固定的な性別

役割意識の改善や女性管理職の登用、仕事と子育ての両立支援などを推進して

きました。 

職員研修会の開催などによる、さらなる意識改革や積極的な取り組みで、町

が男女共同参画の推進モデルとして町全体をけん引していけるよう庁内での推

進を図ります。 

 また、国・県などの行政機関はもとより、地域社会や各種団体との連携強化

により、それぞれの立場で共通認識を持ちながら連携と協働を取りつつ、男女

共同参画社会の実現に向けた役割を果たしていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

5．庁内の男女共同参画の推進 

6．国・県・地域社会・各種団体との連携と協働 
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施策の方向 5 庁内の男女共同参画の推進 

 町が率先して組織内の制度や慣行の見直しを図り、男女共同参画の推進モデルとなるよう取り

組みます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 職員への研修会開催 

職員を対象とした男女共同参画に関する研修や

啓発を実施します。 

●職員研修の充実 

総務課 

② 
女性職員が活躍できる職

場環境づくり 

女性活躍推進法に基づく、太子町における女性職

員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画を

推進し、女性職員が職場で力を発揮できるよう職

場環境を整備します。 

●性別により区別しない担当業務内容の見直し 

●男女共同参画週間での意識づけの強化 

総務課 

③ 管理職への女性登用 

男女双方の意識改革を推進し、女性職員が管理職

への登用に前向きな意識をもてる環境を整備し

ます。 

●職員全体の意識改革の推進 

総務課 

④ 
職員の各種ハラスメント

防止への取組促進 

職員の就業意欲や能力発揮の妨げとなる各種ハ

ラスメント防止に取り組みます。 

●セクシュアル・ハラスメント苦情処理委員会の活用 

●各種ハラスメント防止に関する意識啓発の推進 

総務課 

⑤ 
職員の仕事と子育ての両

立支援 

次世代育成支援対策推進法に基づく太子町特定

事業主行動計画「仕事と子育ての両立支援プラ

ン」を推進し、職員のワーク・ライフ・バランス

の確保に努めます。 

●職員が安心して育児休業などを取得することができ

る環境整備 

●男性職員の育児休業などの取得促進 

総務課 
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施策の方向 6 国・県・地域社会・各種団体との連携と協働 

施策の実施に向けて、関係機関と連携を図ります。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
地域社会活動における男

女共同参画の推進 

男女ともに、積極的に地域に関心をもち、地域活

動・ＮＰＯ・ボランティア活動に参加・参画する

よう働きかけます。 

●地域団体・ＮＰＯ法人・ボランティア組織などへの

活動に関する情報提供 

企画政策課 

関係各課 

② 関係機関との連携と協働 

女性団体をはじめとするさまざまな機関、組織、

団体、グループ、ＮＰＯなどと協力しながら男女

共同参画の施策を推進するとともに、国・県およ

び関係機関と情報交換を図り連携強化に努めま

す。 

●男女共同参画推進員西はりま連絡会議との連携 

●活動団体のネットワークづくり 

●ひょうご女性チャレンジねっとの活用 

●兵庫県立男女共同参画センター・イーブンとの連携 

●姫路市男女共同参画推進センター・あいめっせとの

連携 

企画政策課 
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i 基本課題4  

男女共同参画プランの推進体制の整備 

 

◆現状と課題 

太子町では平成 16 年（2004 年）3 月に、第１次プランとしての「太子町

男女共同参画プラン」、平成 21年（2009 年）3月に、第２次プランとしての

「太子町男女共同参画プラン（改訂版）」、平成 26 年（2014 年）3 月に「第

3 次太子町男女共同参画プラン」を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた

取り組みを実施してきました。 

計画の目標設定については第 3次プランまでに取り組んできた施策を効果検

証し、さらに社会情勢などを鑑み、国や県の推進計画との整合性を図り、継承

し継続する施策、新たに行う施策、見直しをする施策と事業自体に濃淡をつけ

て、計画的に推進する必要があります。 

しかしながら、目標をより実効性のあるものにするためには具体的な数値目

標を設定し、目に見えるかたちで進捗状況の検証を行っていくことが、より着

実な計画の推進へとつながります。 

また、計画の推進体制については、男女共同参画の主体は町民であることか

ら、町民の参画と協働による推進を図るとともに、庁内の推進体制として各施

策の計画的かつ円滑な推進に向け、庁内推進本部や関係課との連携に基づく推

進体制を強化し、住民と行政が一体となって太子町の男女共同参画の推進に取

り組んでいくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

7．第 4 次太子町男女共同参画プランの推進 

8．男女共同参画推進のための拠点づくり 
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施策の方向 7 第 4次太子町男女共同参画プランの推進 

施策を着実に実施し、男女共同参画の推進を実効性のあるものとするための体制を整えます。 

男女共同参画に関する町民意識や実態調査を実施し、把握に努めます。 

  具体的施策 施策内容 担当課 

① 
「第 4次太子町男女共同

参画プラン」の推進 

町民と行政が一体となってプランの推進を図り

ます。 

●推進のための数値目標の設定 

●数値目標の達成状況の公表と意見提案を行う機会の

創出 

企画政策課 

関係各課 

② 意識調査・実態調査の実施 

施策に反映していくために、男女共同参画に関す

る町民意識などの把握に努めます。 

●町民に対する意識調査などの実施 

●事業所の男女共同参画に関する実態の把握 

企画政策課 

産業経済課

社会教育課 

 

施策の方向 8 男女共同参画推進のための拠点づくり 

 町民が男女共同参画に積極的に取り組めるよう、活動拠点の設置をめざします。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
男女共同参画推進のため

の拠点づくり 

町民とともに男女共同参画への取り組みを推進

するにあたり、太子町の規模などの状況に応じた

拠点づくりを推進します。 

●相談窓口の設置 

●図書や情報を提供するコーナーの充実 

企画政策課 
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【基本目標２】 

安心して暮らせる環境づくり 

 

性別に関係なく生涯をいきいきと暮らしていくことは、人々が生きるうえで

の目標であり、それを実現することが最大の幸福です。 

そこに男女共同参画の視点からの取組を推進することで、より充実した人生

を送れる社会が実現されると考えます。 

特に女性は、妊娠や出産などにより男性が経験しない健康上の問題に直面す

ることがあるため、その健康維持・増進を支援し、安心して子どもを産むこと

ができる環境を整備する必要があります。 

また、各種ハラスメント、虐待といった行為が顕在化するなかで、あらゆる

面で弱い立場の人が、優位な立場にある人から受ける暴力などの人権侵害行為

は絶対に許されない行為です。 

DV についても、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であるため、相談から

自立まで切れ目のない継続した支援が求められます。 

誰もが生涯にわたり、心身ともに健康で、人間らしく豊かで安心して暮らせ

る環境づくりを推進します。 
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i 基本課題5  

子育て・介護がしやすい環境づくり 

 

◆現状と課題 

 性別役割分担意識のもと、育児や介護などの主な担い手は従来より女性であ

ることが多く、そのことが、女性の就労や地域社会への参画を妨げる要因とな

ってきました。 

住民アンケートの『家庭内の仕事の分担について』に関する回答結果でも、

家事全般については、“理想”と“現実”の両方の設問で“主として妻”と回答

した数値のほうが“主として夫”と回答した数値より軒並み大きく、特に“現

実”ではその差はさらに大きくなります。 

このことから、家事全般については、依然として女性の役割であると答えた

ほうが多いという結果となりました。 

こうした状況を少しずつでも解消していくため、前プランからの男女共同参

画の視点に立った家庭生活を支援する子育てや介護などのサービスや相談体制

を個々のケースにおけるニーズに合わせ、さらに充実させる必要があります。 

また、太子町は兵庫県下での高齢化率は低く、年少人口比率と合計特殊出生

率は高い、活気ある「若いまち」であります。 

しかしながら、人口構成の高齢者が占める割合が高くなり、高齢化へと進ん

でいる状況は他の市町村と変わりありません。 

少子高齢化社会の中で、女性の晩婚化による出産年齢が高齢化することによ

り、子育てと介護が同時期に発生する世帯（ダブルケア世帯）の増加が予想さ

れています。 

子育て世代への支援をはじめ、介護支援やひとり親家庭、生活や社会的に困

難な状況におかれている人への生活の安定と自立に向けた支援を行い、全ての

人が安心して自立した生活を送ることができる社会づくりを推進する必要があ

ります。 

 

 

●施策の方向 

 

19．子育てしやすい環境づくり 

10．介護しやすい環境づくり 

11．家庭状況に応じた自立支援 

 



33 

 

（図 10）男性が家事などに参加するために必要だと思うこと 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

 

 

 

 

 

 

4.5
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0.7
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39.9

52.4

57.3

62.8

1.9

3.8

3.8

9.4

18.9

24.1

32.1
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43.4

43.9

56.1

51.9

3.4

3.2

2.0

6.0

13.7

24.5

31.7

38.8

41.2

48.8

56.8

58.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

特に必要ない

その他

経済力や出世を求めない

仕事と家庭の両立などの問題について相談で

きる窓口を設ける

企業中心という社会全体の仕組みを改める

男性の仕事中心の行き方、考え方を改める

小さいときから家庭や学校で家事や育児に関

する教育をする

労働時間短縮や休暇制度を普及させる

男女の役割分担についての社会通念、慣習、

しきたりを改める

男性が育児休業制度や介護休業制度を取得し

やすい環境を整える

夫婦の間で家事などの分担をするように十分

話し合う

全体（502） 男性（212） 女性（288）
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（図 11）家庭内での仕事の分担について 【 理 想 】 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

0.4

54.8

42.0

49.4

53.0

31.3

6.2

8.6

31.9

11.8

26.3

34.9

50.8

43.2

38.8

58.2

66.3

77.1

51.0

69.3

66.9%

2.2

0.2

0.6

0.4

2.8

18.9

1.0

0.2

0.6

3.4

4.0

2.6

2.8

3.6

2.8

4.4

4.0

4.4

7.4

3.0

4.2

4.4

4.0

4.2

5.0

4.2

9.4

12.5

11.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活費を稼ぐ

日々の家計の管理をする
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日常の買い物

食事のしたく

食後の片付け・食器洗い

地域活動への参加

子どもの教育としつけ

育児（乳幼児の世話）
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主として妻 夫婦同程度 主として夫

わからない 無回答
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（図 12）家庭内での仕事の分担について 【 現 実 】 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 
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施策の方向 9 子育てしやすい環境づくり 

男女が安心して子育てしながら仕事や地域活動に参画できるよう、子育てしやすい環境づく

りに努めます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 子育てサービスの充実 

子どもを安心して産み育てられるよう、子育てに

対する社会的な支援体制を築き、働く男女が子育

てと仕事を両立できる環境、子どもを健やかに育

てられる環境を整備します。 

●保育施設の整備・保育サービスの充実 

●学童保育事業の充実 

●子育て支援事業の充実 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

管理課 

社会教育課 

② 地域での子育て支援 

女性に集中しがちな子育てへの負担を軽減し、女

性の社会進出を促すため、地域における子育てを

総合的に支援します。 

●乳児家庭全戸訪問事業の実施 

●子育てひろばの充実 

●“声かけ運動”の推進 

●小学校の学校支援ボランティアへの参画促進 

●地域での多世代交流ができる事業の実施 

●保育ボランティアの育成 

●子育てファミリーサポートセンターの活用促進 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

管理課 

社会教育課 

③ 
子育てに関する相談体制

の充実 

子育てについてのさまざまな悩みや学校園での

生活や勉強などについて相談しやすい体制を充

実させます。 

●子育て相談事業の拡充 

●教育相談の実施 

●スクールカウンセラーの配置 

●子育て支援ネットワークの構築 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

管理課 
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施策の方向 10 介護しやすい環境づくり 
介護に関する情報を提供するとともに相談体制を充実させます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 介護支援の情報提供 

介護に関する支援事業の情報提供を充実させま

す。 

●広報紙などによる情報提供 

高年介護課 

社会福祉課 

② 
介護に関する相談窓口の

充実 

介護についてのさまざまな悩みなどを相談しや

すい体制を充実させます。 

●地域包括支援センターなどでの相談体制の充実 

高年介護課 

社会福祉課 

 

 

 

 

施策の方向 11 家庭状況に応じた自立支援 

 社会的に困難な状況にある人の生活の安定と自立に向けて、就業支援や情報提供の推進と相

談体制の構築をめざします。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
ひとり親家庭などの自立

支援 

ひとり親家庭などの生活の安定と向上を図るた

めの自立支援と相談体制の充実を図ります。 

●経済的支援などの情報提供 

●親に対する就業支援 

●民生委員・児童委員などによる相談体制の充実 

町民課 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

 

② 外国人への支援 

在住外国人が地域の一員として生活していくた

めの支援を行います。 

●支援ボランティアの多言語による情報提供や日本語

教室の充実 

●地域の住民との文化交流を通じたコミュニティづく

りへの支援 

●相談窓口などの設置の検討 

企画政策課 

関係各課 
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i 基本課題6  

一人ひとりの性の尊重と心とからだの健康づくり 

 

◆現状と課題 

 男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重し相手に対して思

いやりをもって生きていくことは、男女共同参画社会の形成の前提となります。 

 特に女性は、妊娠や出産などの可能性があり、生涯を通じて男性とは異なる

健康上の問題に直面することを男女ともに留意する必要があります。 

 このように、性への正しい理解のためには、年齢に応じた性に関する正しい

学習と自らの意思で妊娠および出産やその他の性に関することついて判断し決

定できる判断力を培うことが必要となります。 

また、これからの高齢化社会に備え、男女がともに生涯を通じて健康で過ご

せるよう、さまざまな年代やライフステージと性差を考慮した、心と体の健康

づくりへの支援が重要となります。 

太子町では合計特殊出生率が全国平均および兵庫県平均より高い 1.56（平成

27年国勢調査）となっていますが、平成 22年（2010年）からは、0.23ポ

イント減少しています。 

女性の妊娠・出産期における母子の健康を維持するため、妊娠から出産まで

の一貫した支援を基礎として母子保健サービスのさらなる充実に努める必要が

あります。  

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

12．性と生殖に関する健康・権利に関する意識の普及と支援体制の充実 

13．妊娠・出産に関する健康支援と母子保健の充実 

14．生涯を通じた男女の心と体の健康維持 

15．多様な性のあり方への理解促進 
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施策の方向 12 性と生殖に関する健康・権利に関する意識の普及と支援体制の充実 

 男女がともに性に関して、正しい知識が理解できるよう支援します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 

性と生殖に関する健康・権

利（リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ）に関する意

識の普及 

性と生殖に関する健康・権利（リプロダクティ

ブ・ヘルス/ライツ）の考え方を啓発し、結婚・

妊娠・出産などの機会で男女が互いの性を理解･

尊重し合えるよう、対等な関係づくりの普及に努

めます。 

●男女が互いの性を理解・尊重し合えるための情報提 

供と意識啓発 

●家族計画などの相談 

企画政策課 

さわやか健

康課 

 

② 
年齢に応じた性教育の推

進 

発達段階に応じた性教育により、正しい知識を得

ることにより、男女の心身の健全な育成を図りま

す。 

●ＨＩＶ/エイズや性感染症などに関する情報提供や 

予防啓発、相談の充実 

●年齢に応じた性教育の充実 

さわやか健

康課 

管理課 

 

施策の方向 13 妊娠・出産に関する健康支援と母子保健の充実 

妊娠や出産などについての健康づくりを支援します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
母性機能の社会的重要性

についての意識啓発 

母性機能が尊重・保護される学習の機会を提供し

ます。 

●広報、各種教室などを通じた情報提供 

さわやか健

康課 

② 

妊娠から出産までの一貫

した母子保健サービスの

提供 

子育て世代包括支援センターひだまりを中心と

した妊娠から出産まで、一貫して健康診査、訪問、

相談、各種教室などのサービスを提供します。 

●母子保健事業の充実 

●妊婦健診の拡充 

さわやか健

康課 
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施策の方向 14 生涯を通じた男女の心と体の健康維持 

 男女のライフステージに応じた心身の生涯にわたる健康づくりを支援します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 

男女の心身の健康づくり

のための総合的支援の充

実 

健康診査体制を充実させ、受診を促します。また、

心や体について学ぶ機会や気軽に相談できる体

制を整備し、健康保持のための施策を進めます。 

●ライフサイクルに応じた健康診査の実施 

●心身の健康に関する相談の充実 

●保健指導の実施 

●健康増進のための運動活動の推進 

さわやか健

康課 

社会教育課 

 

 

施策の方向 15 多様な性のあり方への理解促進 

 性的マイノリティの人も地域社会の一員として支え合い、一人ひとりが持てる力を発揮して

元気に活動できる社会を目指します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
多様な性のあり方への理

解促進 

性的マイノリティの人たちが、尊厳や権利を保障

され、社会的に排除されることがないよう、理解

促進を行います。 

●広報、ホームページなどによる意識啓発 

●性的マイノリティに関する学習機会の創出による

理解促進 

企画政策課 

管理課 

社会教育課 
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i 基本課題 7  

ハラスメントおよび虐待防止対策の推進 

 

◆現状と課題 

一人ひとりの存在をかけがえのないものとして認め合う人格の尊重意識は、

男女が平等に職場や地域社会などで能力を発揮し、こころ豊かに生きるための

基本といえます。 

住民アンケートでは、セクシュアル・ハラスメントの被害にあったことがあ

る人は全体の 6.0％となっており、男性で 1.9％、女性では 8.7％となっていま

す。 

その被害時の相談先については、「がまんした（何もしなかった）」との回答

が 43.3％、次に、「家族や友人に相談した」との回答が 26.9％となっており、

実際に被害に遭った人が、公的機関や民間の相談機関へ相談したケースは一番

少ないという現状でした。 

セクシュアル・ハラスメントをはじめとする各種ハラスメントは、人権侵害

であるとともに、男女が平等で対等な関係づくりを進める男女共同参画社会の

形成を大きく阻害するものであることから、職場や地域などによる防止や被害

者相談体制の構築が必要です。 

また、現在、家庭などでの子どもや高齢者、障害者に対する身体的・心理的

虐待、介護の放棄などが社会的な問題となっています。 

虐待行為は、被害者の人間としての尊厳と心身を侵害する許されない行為で

あることから、虐待行為の防止と支援体制の構築を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

16．ハラスメント防止に向けた対策の推進 

17．虐待の防止に向けた対策の推進 
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（図 13）「セクシュアル・ハラスメントの被害の有無」 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

（図 14）「セクシュアル・ハラスメントのへの対処方法」 

 
資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 
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施策の方向 16 ハラスメント防止に向けた対策の推進 

 各種ハラスメント防止対策を推進します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 

職場や地域などにおける

ハラスメント防止体制の

構築 

セクシュアル・ハラスメント（性的マイノリティ

の人への差別的な言動を含む）、パワー・ハラス

メントおよび職場における妊娠・出産・育児休業

等に関するハラスメントなどの人権を侵害する

行為についての防止に向けた教育と啓発および

被害者支援を行います。 

●ハラスメント防止に向けた教育・啓発活動の実施 

●相談窓口の充実と周知 

企画政策課 

産業経済課 

管理課 

社会教育課 

 

 

施策の方向 17 虐待の防止に向けた対策の推進 

 児童、高齢者および障害者に対する虐待の防止対策を推進します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
児童虐待の防止と支援体

制の構築 

「児童虐待の防止等に関する法律」のもと、児童

虐待をはじめとする要保護児童の早期発見、早期

対応および適切な保護を図るため、関係課および

関係機関のネットワークの充実を図ります。 

●「児童虐待防止推進月間」のキャンペーン啓発 

●関係機関との情報交換と連携体制の確保 

社会福祉課 

管理課 

② 
高齢者虐待の防止と支援

体制の構築 

「高齢者に対する虐待の防止、高齢者の養護者 

に対する支援等に関する法律」のもと、高齢者虐

待の早期発見、早期対応および発生防止に向けた

体制の構築を図ります。 

●関係機関との情報交換と連携体制の確保 

高年介護課 

③ 
障害者への虐待の防止と

支援体制の構築 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律」のもと、障害者への虐待の早

期発見、早期対応および発生防止に向けた体制の

構築を図ります。 

●関係機関との情報交換と連携体制の確保 

社会福祉課 
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i 基本課題8  

防犯の視点からの男女共同参画の推進 

 

◆現状と課題 

 警視庁の統計によると、全国の平成 29 年（2017 年）中のストーカー事案

の認知件数は 2万 3,079件、強制性交などの認知件数は 1,109 件、強制わい

せつの認知件数は 5,809件となっています。 

 エスカレートすると重犯罪に発展する恐れのあるストーカー行為や女性およ

び子どもが被害者となりやすい性犯罪は、被害者の人権と心身を著しく侵害す

る許すことのできない行為です。 

 このような犯罪を未然に防止するため、地域ぐるみで安全を守る自主防犯グ

ループの活動推進や迅速な情報提供、被害者支援体制の構築など、警察や関係

機関との連携を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

18．ストーカー行為・性犯罪・売買春などの防止対策の推進 
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施策の方向 18 ストーカー行為・性犯罪・売買春などの防止対策の推進 

 女性や子どもが被害者になりやすい犯罪の防止対策を推進します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 被害者支援体制の構築 

個人情報保護の徹底や関係機関との連携による

被害者の速やかな安全確保など、支援体制の構築

を図ります。 

●警察などの関係機関との連携体制の確保 

●被害者情報の保護の徹底 

●被害者の適切な避難などに関する支援の推進 

町民課 

生活環境課 

 

② 防犯対策の強化 

青少年育成協議会や防犯推進委員会による広域

的な防犯活動、各自治会の自主防犯グループによ

る防犯活動を推進します。 

●防犯情報紙の発行 

●青少年補導パトロールの強化 

●犯罪事例の公表 

●自主防犯グループの充実 

●「ひょうご防犯ネット」への登録促進 

生活環境課 

社会教育課 
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i 基本課題9  

ＤＶの根絶と防止対策および支援の推進 

 

◆現状と課題 

配偶者などからの暴力（ドメスティック・バイオレンス＝ＤＶ）は、身体へ

の暴力だけでなく、言葉による精神的な暴力を含め、被害者となった人の心身

に危害を与える犯罪となる重大な人権侵害です。 

住民アンケートでは、ＤＶ経験があると回答した人（「何度もあった」と「1、

2度あった」という回答した人の合計）のうち、「精神的ないやがらせ」を受け

たとの回答が最も多く 15.0％、次いで「身体に対する暴力」が 13.0％となっ

ており、「身体に対する暴力」については女性のほうが数値が高くなっています

が、「精神的ないやがらせ」については、男女の数値差はほぼありません。 

また、ＤＶ被害時の相談先は「家族や親戚」が 37.5％で最も多く、次いで「ど

こ（だれ）にも相談しなかった」が 36.7％、「友人・知人」が 30.8％となって

います。 

前回調査（平成 25 年度実施）と比較すると、家族や信頼できる友人への相

談する割合は増加したものの、行政機関である町や県、警察、また人権擁護委

員や民生委員への相談件数は依然として低いままです。 

これは被害者が、「DV の被害を受けている」との自覚がない、また「自分さ

え我慢すればいい」との意識が働いているからであり、DV に対する知識が正し

く得られていないことが原因と考えられます。 

ＤＶに関する正しい知識を得る機会や被害者が相談できる窓口の周知活動を

継続的に行うことが DV 被害者の支援、DV そのものの根絶につながります。 

DV という暴力行為は、男女共同参画社会の実現の妨げとなるとともに、その

家庭に育つ子どもの成長と人格形成に深刻な影響を与える児童虐待となる行為

です。 

そういったことから、ＤＶ被害の早期発見とＤＶ被害者支援を行うための体

制の強化を図るとともに、ＤＶ防止に向けた教育・啓発を実施し、現在の社会

情勢に対応するため、「太子町配偶者等暴力（ＤＶ）対策基本計画」を改訂す

るものです。 
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●施策の方向 

 

19．ＤＶ根絶に向けた啓発・教育 

20．ＤＶ被害者の支援体制の整備・充実  

21．ＤＶ被害者の情報管理の徹底 
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（図 16）DV 被害状況 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

（図 17）DV 被害の経験  

 

                資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

502人

212人

288人

120人

43人

75人

0 100 200 300 400 500

全体

男性

女性

有効回収人数 DVを受けた経験がある人

3.0

1.4

5.4

1.4

0.8

1.6

10.0

4.8

9.6

3.6

2.2

2.2

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

殴る、蹴る、物を投げつける、突き飛ばすなどの

身体に対する暴行を受けた

あなた若しくはあなたの家族に危害が加えられる

のではないかと恐怖を感じるような脅迫を受けた

大切にしているものを壊す、人格を否定したりす

るような暴言や無視するなどの精神的ないやがら

せを受けた

いやがっているのに性的な行為を強要する、避妊

しないなどの性的暴力を受けた

生活費を渡さない、働きに行かせないなどの経済

的な制約を受けた

電話や手紙を細かくチェックする、交友関係や外

出を制限する、実家や友人に会わせないなどの束

縛を受けた

何度もあった

1,2度あった
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（図 18）ＤＶ被害者の相談先  

 

  資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

・図16は、有効回収人数における、DV を1 度でも受けた経験がある人の人数 

・図17は、6 つの被害項目ごとで「何度もあった」「１、2 度あった」と回答した人の割合 

・図18は、6 つの被害項目で1つでも「何度もあった」「１、2度あった」と回答した人の相談状況の割合 

 

 

36.7

37.5

30.8

4.2

4.2

1.7

1.7

0.8

0.0

0.0

5.8

41.9

25.6

25.6

2.3

4.7

2.3

2.3

0.0

0.0

0.0

11.6

34.7

44.0

34.7

4.0

4.0

1.3

1.3

1.3

0.0

0.0

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どこ（だれ）にも相談しなかった

家族や親戚

友人・知人

医療関係者

警察

町や県

弁護士や弁護士会

学校関係者

人権擁護委員や民生委員

その他

無回答

全体（120）

男性（43）

女性（75）
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（図 19）ＤＶ被害を相談できなかった理由 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

・図19は、図 18 で、「どこ（だれ）にも相談しなかった」と回答した人の理由ごとの割合 

 

 

 

 

 

52.3

29.5

27.3

20.5

11.4

9.1

4.5

2.3

0.0

6.8

2.3

61.1

22.2

27.8

16.7

11.1

5.6

11.1

5.6

0.0

0.0

0.0

46.2

34.6

26.9

23.1

11.5

11.5

0.0

0.0

0.0

11.5

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

相談するほどのことではないと思った

自分さえ我慢したらやっていけると思った

相談しても無駄だと思った

自分にも悪いところがあると思った

恥ずかしくて誰にも言えなかった

他人を巻き込みたくなかった

どこに（だれに）相談したらよいのかわから

なかった

相手の行為は愛情の表現だと思った

相談したことがわかると仕返しを受けると

思った

その他

無回答

全体（44）

男性（18）

女性（26）
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施策の方向 19 ＤＶ根絶に向けた啓発・教育 
 町民一人ひとりが、ＤＶに関する正しい知識を身につけ、暴力を許さない地域づくりに向け

た啓発・教育の推進に取り組みます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
家庭や地域への啓発・情報

提供の推進 

DV をなくし、誰もが安心して暮らせるように、

DV（デートＤＶを含む）そのものを理解するた

めの啓発、取組を推進します。 

●広報やホームページなどで、ＤＶに対する正しい認

識を広め、防止を図るための意識啓発 

●民生委員・児童委員など地域における活動者への研

修および啓発の推進 

●妊産婦やその配偶者を対象に、母子健康手帳の交付

や赤ちゃん訪問などの母子保健事業の機会を通じた

DV の早期発見 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

② 
学校などにおける教育・啓

発の推進 

次世代を担う子どもたちに、正しい人権意識や男

女共同参画意識が育つような教育や保育を実施

します。 

●中高生などの若年層を対象に、DV（デート DV を

含む）に関する理解を深めるための啓発強化 

●パンフレットの配布や PTA 研修会などの機会を活

用し、保護者に対する啓発を推進 

企画政策課 

社会福祉課 

管理課 

社会教育課 
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施策の方向 20 ＤＶ被害者の支援体制の整備・充実 

 ＤＶ被害者を支援するための体制づくりを整えます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 相談窓口機能の充実・情報提供 

DV被害者が相談しやすく、総合的に支援でき

る相談窓口の整備に努めます。 

また、相談窓口やＤＶ防止法に基づく通報の

趣旨について、広報やホームページなどで広

く町民に情報提供します。 

●相談窓口としての機能強化と環境整備 

●窓口職員の研修・連携強化 

●広報、ホームページなどによる相談窓口の啓発 

社会福祉課 

 

 

 

② 
相談窓口職員および関係職員

の資質の向上 

ＤＶ被害者の支援を充実させるため、相談窓

口職員および関係職員の資質の向上を図りま

す。 

●窓口職員、関係機関の意識づけの強化 

●窓口職員の研修・連携強化 

●兵庫県女性家庭センターなどの他機関が主催す

る研修会やフォーラムなどへの参加、意識啓発 

社会福祉課

関係各課 

③ 関係相談機関との連携の強化 

ＤＶに関係する相談機関との情報連携を図

り、それぞれの役割を生かした総合的な支援

の広域的なネットワーク強化に努めます。 

●西播磨ＤＶ防止地域ネットワーク会議など相談

支援機関との連携強化 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

④ DV被害者の自立支援の充実 

DV被害者や家族が、自立した生活が送られる

ように、関係機関が相互に連携した切れ目の

ない総合的な支援に取り組みます 

●DV 被害者の状況に対応した情報提供や各種制

度を活用した支援 

●母子自立支援員、家庭児童相談員、スクールカウ

ンセラー、保健師などによる支援体制の充実 

町民課 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

産業経済課 

管理課 
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施策の方向 21 ＤＶ被害者の情報管理の徹底 
 ＤＶ被害者が将来に向けて安全安心な生活を送ることができるよう、ＤＶ被害者の情報管理

を徹底します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
関係機関・関係各課との情

報管理の徹底 

DV 被害者の個人情報を保護し、関係機関・関係

各課への迅速な情報の連携を行い、さらには、他

市町との連絡調整においても個人情報の管理を

徹底します。 

●住民基本台帳の情報に基づき、事務処理を行う部署

および関係機関での情報の共有・管理の徹底 

町民課 

社会福祉課 
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このページは白紙です 
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【基本目標３】 

仕事と生活が両立できる環境づくり 

 

 

 

 

 

 

働くことは、暮らしを支え、生きがいや喜びをもたらします。 

活力ある社会を持続するためには、働く世代が充実感を感じながら、仕事上

の責任を果たすのと同時に、家庭や地域生活においても健康で豊かな生活がで

きることが当たり前である社会を実現することが必要です。 

昨今、女性の社会進出が当然となり、共働き家庭が増加する中で、人々の中

に根強く存在する役割分担意識により、家事や育児などの大部分は女性が担っ

ているのが現状です。 

一方で、男性は長時間労働を余儀なくされる状況が散見し、育児や家事など

へ参加が難しい状況となっています。 

こうした現代の働き方や家庭の在り方を改革するためには、「ワーク・ライ

フ・バランス」の意義や重要性について理解を深める必要があります。 

事業所と従業員はともに協調して、職場の意識や職場風土の改革に取り組む

ことが重要です。 

多様な選択を可能する仕事と生活の両立ができる環境づくりを推進します。 
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i 基本課題10  

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現 

 

◆現状と課題 

仕事と生活の調和は、男女が対等な立場で豊かな暮らしを送るうえで重要な

課題です。 

住民アンケートで、『男女が働き続けるために必要だと思うこと』という設

問で「職場において、男女ともに育児・介護休暇などをとりやすくする」との

回答が65.9％、次いで「保育施設や保育時間の延長など保育内容を充実させる」

との回答が 51.4％、「家族で家事の分担を行う」との回答が 47.0％となって

います。 

このことから、育児休業などの利用促進をはじめとした職場環境の改善や保

育所などの子育て支援、男性の家事参加に期待をもたれていることがわかりま

す。 

また、同設問の中で、「パートタイマー・派遣の給与や労働条件をよくする」、

「再就職などの支援を充実させる」との意見が女性に多くみられたことから、

女性の従事者が比較的多い非正規労働者の労働条件の改善や結婚・出産・介護

などを理由に退職した女性へのキャリアアップのための機会の提供と再就職の

支援など、再チャレンジすることを支援する必要があります。 

働く男女がともに多様な価値観やライフスタイルなどに応じ、柔軟に働き方

を選択でき、それぞれの職務や能力に応じた処遇や労働条件が確保され、仕事

と生活の両立が実現されるように施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

22．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

23．仕事と子育て・介護の両立の推進 
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（図 6：再掲）男女が働き続けるために必要なこと 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

65.9

51.4

47.0

40.2

35.3

33.7

32.5

24.1

20.7

3.0

3.2

2.8

64.6

54.7

45.6

36.8

39.6

34.9

27.4

23.1

23.6

3.8

3.3

2.8

67.0

49.3

48.3

43.1

31.9

32.6

36.5

24.7

18.8

2.4

3.1

2.8

0% 20% 40% 60% 80%

職場において、男女ともに育児・介護

休暇などをとりやすくする

保育施設や保育時間の延長など保育内

容を充実させる

家族で家事の分担を行う

パートタイマー・派遣の給与や労働条

件をよくする

在宅勤務やフレックスタイム（時間差

出勤）をとり入れる

ホームヘルパー制度など福祉サービス

を充実させる

再就職などの支援を充実させる

労働時間を短くする

気軽に相談できる制度をつくる

その他

わからない

無回答

全体（502）

男性（212）

女性（288）
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施策の方向 22 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

ワーク・ライフ・バランスの実現するため、意識啓発を推進し、男女がともに家庭責任を担

えるよう環境づくりを支援します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 

ワーク・ライフ・バランス

（仕事と生活の調和）に関

する情報提供と啓発の推

進 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

の理解促進に向け、広報や町ホームページなどで

情報提供や啓発を推進します。 

●ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発の推進 

企画政策課 

② 
男女がともに担う家事・育

児・介護の推進 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

の推進として、男女がともに家事・育児・介護な

どの家庭責任を担うことの大切さについての意

識啓発と情報提供、学習機会を提供します。 

●男女ともに参加できる家事・育児・介護に関する学

習機会の提供 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

社会教育課 

 

 

 

施策の方向 23 仕事と子育て・介護の両立の推進 

働きながら、安心して子育てや介護と両立ができるよう、多様なニーズに対応する子育て・

介護施策を推進します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 

子育て・育児に関する各種

サービスの情報提供や啓

発の推進 

仕事と子育て・介護の両立が実現できるよう各施

策やサービスの情報提供、啓発を推進し、利用し

やすい環境の整備に努めます。 

●各種サービスの情報提供の充実 

社会福祉課 

さわやか健

康課 

高年介護課 

社会教育課 
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i 基本課題11  

就労の場における男女共同参画の推進 

 

◆現状と課題 

男女ともに充実した生活を持続するためには、働きたいと希望する全ての人

に平等にチャンスが与えられなければなりません。 

住民アンケートの、『望ましいと思う女性の働き方』という設問では、「結婚

しても仕事を続け、子どもができたら辞めて、大きくなったら再び仕事をする

のがよい」という回答が 41.0％と最も高い結果となりました。 

この結果から、多くの人が子育て期には、一旦職を離れ、子育てに集中し、

落ち着いてから復帰することを望んでいることが分かりました。 

このことから、男性と異なることのない女性の就業機会の確保や職域の拡大

が必要であると考えられます。 

また、再就職などのチャレンジや女性のキャリアアップを推進し、女性の知

識や能力の向上を支援することも必要です。 

こうして、就労の場における男女間に差をなくし、お互いに能力を発揮する

ことができるよう施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

24．男女の均等な就業機会と職域拡大の促進 

25．女性のチャレンジ支援（エンパワーメント支援） 
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施策の方向 24 男女の均等な就業機会と職域拡大の促進 

 働く場における男女の均等な就業機会、待遇の確保および女性の就業継続を進めるため、労働

基準監督署やハローワークなどの関係機関と連携しながら、事業主などへの啓発や働きかけを推

進します。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
事業所に対する情報提供

の強化 

労働基準監督署やハローワークなど関係機関と

連携し、雇用・労働に関する法制度や先進事例な

どの情報提供を行います。 

また、育児・介護休暇の取得促進するために情報

提供を行い、就業が継続できる環境を整備しま

す。 

●事業所、従業員へ広報などにより情報提供を行う 

産業経済課 

② 
女性が活躍できる職場環

境づくり 

事業所の状況把握に努め、労働に関する法令の情

報提供や、職場における性別による業務内容の固

定化や慣行の見直しを図り、女性を人材として育

成していく、男女共同参画を実現する職場づくり

を推進します。 

●事業所、従業員などへの男女共同参画に関する情報

提供 

●男女共同参画に関する先進的な取り組みをしている

事業所の公表 

産業経済課 
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施策の方向 25 女性のチャレンジ支援（エンパワーメント支援） 

女性のチャレンジのための学習機会の提供や相談、情報提供を行うとともに、女性の参画が進

んでいない分野での活躍促進を行います。 

特に、太子町では年少人口や合計特殊出生率が高いにもかかわらず、子育て世代（特に 20 代

後半）の女性の労働力率が全国や県と比較すると低いため、女性の再就職支援などの積極的な取

り組みを推進します。 

（図 5-2：再掲）女性の年齢別労働力率  

 

資料：平成 27 年国勢調査 

 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
チャレンジに関する情報

提供と支援 

結婚や出産、育児で就業を中断した女性の再チャ

レンジを応援するため、起業や在宅ワークなどの

多様な働き方や再就職に関する支援を行います。 

●多様な働き方や再就職などに関する情報提供や相談

窓口の紹介、支援の実施 

●女性のキャリアアップを目的としたセミナーなどの

開催 

●ひょうご女性チャレンジねっとの活用 

企画政策課

産業経済課 

② 
女性の参画が進んでいな

い分野への参画推進 

農業や自営業に従事する女性の果たす役割を評

価し、経営基盤を確立するための普及・啓発に努

めます。 

●農業部門に女性の意見を反映させるため、農業委員

などへの女性の参画促進 

●農業に関連して起業を行う女性や女性グループへの

情報提供とネットワーク化の支援 

産業経済課 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

太子町

兵庫県

全国
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【基本目標４】 

全ての男女がともに活躍できる環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画社会の実現のためには、男女が社会における対等な構成員とし

て、ともに責任を担い、自らの意思によって社会のあらゆる分野の活動に参画

する機会が確保されることが必要です。 

平成 28年（2016年）4月に施行された「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」では、職業生活において女性自らの意思によってその個性

と能力を十分に発揮できるよう施策を推進していくことを規定しています。 

こうした法整備が進む中で、近年では社会のさまざまな分野で女性が活躍す

る姿がみられるようになりましたが、女性が能力を発揮する場や機会をさらに

拡大させる必要があります。 

今まで女性が進出していないような分野に、新たに女性が参画することでよ

り豊かな環境となることが期待されます。 

あらゆる分野への女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違いなど

に配慮し、施策に取り組み、男女がともに活躍できる環境づくりを推進します。 
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i 基本課題12  

政策・方針決定の場への女性参画の促進 

 

◆現状と課題 

女性は、総人口の約半分、労働力人口の約 4 割を占め、政治・経済・社会の

多くの分野の活動を担っています。 

しかしながら、これらの分野における政策・方針決定の過程への女性の参画

は極めて低調であり、男女共同参画社会基本法の制定から 15 年以上を経過し

た現在もなお大きな課題となっています。国では、第 4 次男女共同参画基本計

画で、平成 32 年（2020 年）までにあらゆる場面で指導的地位に占める女性

の割合を30％とするよう目標を定め推進しています。 

太子町でもプランの優先すべき取り組みとして、意思決定の場への女性の参

画を促進してきましたが、各種審議会などへの女性の登用率は平成 25 年度末

時点で 15.9％、平成 29 年度末時点で 19.8％となり、徐々に高くなっている

ものの、平成30年度末の目標数値である 30％には、厳しい状況といえます。  

今後も引き続き、男女が対等な社会の構成員として、自らの意思によって主

体的に社会参加ができるよう、行政が率先して取り組みながら、町内事業所や

各種団体など社会のさまざまな分野で政策・方針決定過程への女性参画を図る

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

 

26．審議会、委員会などへの女性の参画促進 

27．事業所や各種団体などにおける女性の参画促進 
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（図 15）地域活動や政策決定の場への女性の参画状況について 

 

資料：平成 29 年度実施 太子町男女共同参画に関する住民意識調査 

 

施策の方向 26 審議会、委員会などへの女性の参画促進 

男女がともに町政の意思決定の場に参画し、みんなが住みよいまちづくりを進めるため審議会

などの女性委員の比率を上げるよう努めます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
各種審議会・委員会などへ

の女性の登用促進 

男女がともに意思決定の場に参画できるよう女

性委員の登用を推進します。 

●女性のいない審議会・委員会の解消 

●審議会・委員会などの女性委員が占める割合の向上 

●女性が委員になりやすい環境づくり 

関係各課 

 

施策の方向 27 事業所や各種団体などにおける女性の参画促進 

 事業所や各種団体において男女の意見が平等に反映されるよう意思決定の場への女性の参

画促進を働きかけます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 

事業所や各種団体などに

おける意思決定の場への

女性登用の促進 

意思決定の場への女性の参画促進を働きかけ、女

性が広く活躍できるよう情報提供やネットワー

クづくりのための支援に努めます。 

●事業所や関連団体への女性管理職や役員の登用推進

の働きかけ 

●女性リーダー養成の推進 

●女性の各種団体などの組織や活動への支援 

企画政策課 

産業経済課 

関係各課 

6.4 

5.2 

7.3 

22.5 

25.0 

20.8 

28.3 

26.9 

29.2 

3.8 

6.1 

2.1 

34.1 

31.6 

35.8 

5.0 

5.2 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（502）

男性（212）

女性（288）

まったく参画できていない あまり参画できていない ある程度参画できている

十分に参画できている わからない 無回答
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i 基本課題13  

防災分野における男女共同参画の推進 

 

◆現状と課題 

災害は、地震、津波、風水害などの自然現象（自然要因）とそれを受け止め

る側の社会の在り方（社会要因）により、その被害の大きさが決まってくると

考えられています。 

災害の要因のうち、自然要因をコントロールすることはできませんが、社会

要因については努力次第で軽減することが可能です。 

性別、年齢や障害の有無など、さまざまな社会的立場によって影響は異なる

ことから、社会要因による災害時の困難を最小限にする取り組みが重要です。 

また、災害から受ける影響は、男女間で違いがあることに配慮する必要があ

ります。 

住民アンケートでは、『地域活動への参加状況』の設問で、「防災・防犯など

の活動」に参加していると回答した人は、男性で17.5％、女性で 4.9％と男女

間の差が大きく現れました。こうした活動への根本的な参加率の向上とともに、

男女間の差を解消し、社会要因を軽減するために、さまざまな人の意見や考え

を取り入れることが重要です。 

こうした状況から、平常時より男女共同参画の視点に立った地域防災計画の

見直しや地域防災の担い手となる人材の育成などを図り、災害に備えることが

必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

●施策の方向 

 

28．防災・復興への取り組みにおける男女共同参画の推進 
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施策の方向 28 防災・復興への取り組みにおける男女共同参画の推進 

災害時に男女がともに協力し合うためには、平常時よりお互いに立場を理解し合い、防災意識

の向上を図るため、体制の整備や意識醸成に努めます。 

 具体的施策 施策内容 担当課 

① 
男女共同参画の視点を反

映した地域防災の推進 

自主防災組織などの地域組織へ女性の参画を促

し、多様な意見を取り入れた防災活動を推進しま

す。 

●男女共同参画の視点を自主防災組織の活動へ取り入

れ、地域の特性に応じた防災活動を推進 

企画政策課 

② 
防災・減災を推進する地域

リーダーの育成 

兵庫県主催の「ひょうご防災リーダー養成講座」

への参加を推進します。 

●自治会への情報提供 

企画政策課 

③ 
男女共同参画の視点を反

映した避難所運営の推進 

災害時のさまざまなニーズに対応するため、平常

時より、男女共同参画の視点を取り入れた避難所

運営を推進します。 

●男女が安心して過ごせる避難所環境の確保 

●避難所運営における女性の参画推進 

企画政策課 

さわやか健

康課 

管理課 

社会教育課 
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プランの数値目標 
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１ 数値目標 

 太子町男女共同参画プランの進行管理において、４つの基本目標の推進状況を客観

的に評価するため、数値目標を設定します。 

 

№ 

基
本
目
標 

基
本
課
題 

目 標 項 目 直近数値 
目標数値 

（35年度） 
担当課 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

男女共同参画に関する情報提供をし

た回数【※1】 
新規 10 回/年 企画政策課 

2 

「男は仕事、女は家庭」という考え方

に「反対」（どちらかといえば反対を

含む）した人の割合【※2】 

63.9％ 80.0％ 企画政策課 

3 2 小中学校管理職に占める女性の人数 
新規 

（1人） 
3 人 管理課 

4 

3 

町職員における管理職の女性割合 26.09％ 30.0% 総務課 

5 
男性職員（町職員）の育児休業取得割

合 

16.67％ 

（1/6） 
20.0％ 総務課 

6 

4 

男女共同参画コーナーに設置してい

る図書などの貸し出し件数 
新規 10 件/年 企画政策課 

7 
男女共同参画に関する相談機会の情

報提供数【※3】 
新規 10 回/年 企画政策課 

8 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

5 

待機児童の人数 

新規 

（48人） 

H30.10時点 

0 人 社会福祉課 

9 
子育ての参加状況アンケートでの父

親の育児参加割合 
91.0％ 95.0％ 

さわやか健

康課 

10 

6 

パパママスクールの受講者の割合 

【※4】 

新規 

（25.0％） 
40.0％ 

さわやか健

康課 

11 
町内中学校における思春期教育の実

施 

新規 

（1/2 校） 
2/2 校 

さわやか健

康課 



71 

 

№ 

基
本
目
標 

基
本
課
題 

目 標 項 目 直近数値 
目標数値 

（35年度） 
担当課 

12 

2 

7 虐待の予防推進活動の実施件数 新規 5 件 社会福祉課 

13 

8 

ひょうご防犯ネットへの登録者数 
新規 

（524人） 
680 人 生活環境課 

14 
防犯推進委員会総数に占める女性の

割合 

新規 

9% 

（2/22） 

13.6% 

（3/22） 
生活環境課 

15 

9 

デートDVに関して学習する機会を提

供した中学校の学年数 

6/6 学年 

（2中学校） 

6/6 学年 

（2中学校） 
管理課 

16 
DV 被害者のうち、どこ（だれ）にも

相談しなかった人の割合【※2】 

新規 

（36.7%） 
30% 社会福祉課 

17 DV に関する研修を受けた職員数 新規 5 人 関係各課 

18 

3 

10 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）」について、言葉も内

容も知っている人の割合【※2】 

新規 50％ 企画政策課 

19 
週労働時間60時間以上の労働者の割

合【※2】 
新規 5％ 企画政策課 

20 
メンタルヘルス対策を行っている事

業所の割合【※2】 
新規 80％ 企画政策課 

21 

11 

事業所への情報提供を行った回数 

【※１】 
新規 5 回 産業経済課 

22 

女性の就業率（国勢調査より） 

①15歳以上 

②15歳から64歳まで 

③25歳から44歳まで 

新規 

①43.6% 

②58.3％ 

③66.8％ 

①46.5% 

②61.7％ 

③70.8％ 

企画政策課 
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●数値目標について 

・※1・・・町から住民や事業所に対して、広報やホームページなどで情報提供をした件数 

・※2・・・５年に１度実施する住民アンケートの結果による数値 

・※3・・・町主催のセミナーや個別相談会の実施件数および県立男女共同参画センターや近

隣市町で行われるイベントのうち、太子町民が参加可能な情報提供数の合計 

・※4・・・太子町主催のパパママスクールの参加者数と医療機関などで行われる健康教育の

受講数を合計した数値 

 

№ 

基
本
目
標 

基
本
課
題 

目 標 項 目 直近数値 
目標数値 

（35年度） 
担当課 

23 

4 12 

審議会などの委員総数に占める女性

の割合 
19.77% 30% 関係各課 

24 女性の農業委員数 0 人 1 人 産業経済課 

25 4 13 
ひょうご防災リーダーの総数に占め

る女性の割合 

新規 

（23.8％） 

総数21人のう

ち女性5人 

30.7％ 

総数 26 人の

うち女性8人 

企画政策課 
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第4次太子町男女共同参画プラン策定経過 

 

実施年月日 実施組織名 会議内容 

平成29年10月

5日～20日 

「太子町 男女共同参画に関する住民意識調査」の実施 

18歳以上無作為抽出：1,200人 

回収率41.8％ 

平成30年 

5月29日 

第1回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・第4次太子町男女共同参画プラン策定方針お

よびスケジュールについて 

・平成29年度実施住民意識調査結果について 

・現行プランの達成度調査について 

平成30年 

6月1日 

第1回太子町男女共同参画プラン策定

推進本部会議 

・第4次太子町男女共同参画プラン策定方針お

よびスケジュールについて 

・第1回太子町男女共同参画プラン策定プロジ

ェクトチーム会議内容の報告 

平成30年 

6月28日 

第2回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・第3次プランの数値目標について 

・第3次太子町男女共同参画プラン分析表につ

いて 

・第4次プランに追加すべき事項について 

平成30年 

7月23日 

第3回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・第4次プラン（案）の体系について 

・第4次プランで追加・修正する事務事業につ

いて 

平成30年 

8月9日 

第2回太子町男女共同参画プラン策定

推進本部会議 

・太子町男女共同参画プラン策定プロジェクト

チーム会議内容の報告 

・第4次男女共同参画プラン（案）の体系につ

いて 

平成30年 

8月14日 

第3回太子町男女共同参画プラン策定

推進本部会議 

・第2回推進本部会議での指摘事項に係る再調

整について 

平成30年 

8月20日 

第1回太子町男女共同参画プラン策定

委員会会議 

・委嘱状の交付 

・委員長・副委員長の互選 

・第4次太子町男女共同参画プラン策定方針お

よびスケジュールについて 

・第3次太子町男女共同参画プラン等の分析に

よる課題抽出と第 4 次太子町男女共同参画

プラン（案）への反映について 

平成30年 

9月25日 

第4回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・策定委員会および推進本部会議での審議内容

について 

・第4次太子町男女共同参画プラン（案）につ

いて 

平成30年 

10月9日 

第5回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・第4次太子町男女共同参画プラン（案）につ

いて 

平成30年 

10月26日 

第6回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・第４次太子町男女共同参画プラン数値目標

（案）について 

・第4次太子町男女共同参画プラン（案）につ

いて 

平成30年 

11月12日 

第7回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・第4次太子町男女共同参画プラン（案）につ

いて 
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実施年月日 実施組織名 会議内容 

平成30年 

12月3日 

第4回太子町男女共同参画プラン策定

推進本部会議 

・第4次太子町男女共同参画プラン（案）につ

いて 

平成３０年 

12月4日 

第5回太子町男女共同参画プラン策定

推進本部会議 

・第4回推進本部会議での指摘事項に係る再調

整について 

平成30年 

12月12日 

第2回太子町男女共同参画プラン策定

委員会会議 

・【諮問】第4次太子町男女共同参画プラン（案）

について 

平成30年 

12月18日 

第8回太子町男女共同参画プラン策定

プロジェクトチーム会議 

・第2回太子町男女共同参画プラン策定委員会

会議での指摘事項に係る再調整について 

平成30年 

12月25日 

第3回太子町男女共同参画プラン策定

委員会会議 

・【答申】第4次太子町男女共同参画プラン（案）

について 
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太子町男女共同参画プラン策定委員会条例 
（設置） 

第1条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の4第3項の規定に基づき、太子町男女共同参画プラン策定委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

 （担任事項） 

第2条 委員会は、次の各号に掲げる事項の調査、審議を行う。 

⑴ 男女共同参画社会づくりの課題と具体的な取組みに関すること。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、太子町男女共同参画プランを策定するために必 

要なこと。 

 （組織） 

第3条 委員会は、委員10人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

⑴ 学識経験のある者 

⑵ 民間企業又は公共的団体の推薦する者 

⑶ 教育関係機関に属する者 

⑷ 兵庫県男女共同参画推進員 

⑸ 公募により選任する者 

⑹ 町長が特に必要と認める者 

３ 委員の任期は、平成31年3月31日までとする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

（委員長及び副委員長） 

第4条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第5条 委員会は委員長が招集し、委員長は太子町男女共同参画プラン策定会議（以下「会議」という。）の議長となる。 

２ 委員会は、委員の2分の1以上の者が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（意見等の聴取） 

第6条 委員会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求めて意見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第7条 委員会の庶務は、総務部企画政策課において処理する。 

（補則） 

第8条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 （招集の特例） 

２ 最初に招集する委員会は、第5条第1項の規定にかかわらず、町長が招集する。 

 （太子町報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 太子町報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例第12号）の一部を次のように改正する。 

  第1条に次の1号を加える。 

  ( 4 1 ) 男女共同参画プラン策定委員 

（条例の失効) 

４ この条例は、平成31年3月31日限り、その効力を失う。 
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太子町男女共同参画プラン策定委員会規則 
（目的） 

第1条 太子町男女共同参画プラン策定委員会条例（平成30年条例第2号）第8条の規定に基づき、委員会の議

事及び運営について必要な事項を定めることを目的とする。 

 （招集方法） 

第2条 委員長は、委員会を招集しようとするときは、委員会の開催日の3日前までに、開催の日時及び場所を委員

並びに関係者に議案を添えて通知しなければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

 （会議録） 

第3条 委員長は、次の各号に掲げる事項を記載した会議録を調製しなければならない。 

⑴ 委員会の日時及び場所 

⑵ 出席した委員、関係者の氏名 

⑶ 案件の内容 

⑷ 審議経過及び結果 

⑸ その他会議において必要と認めた事項 

２ 会議録に署名する委員は2名とし、委員長が指名する。 

（補則） 

第4条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し疑義が生じた場合は、委員長が委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年4月1日から施行する。 

 （規則の失効) 

２ この規則は、平成31年3月31日限り、その効力を失う。 
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太子町男女共同参画プラン策定委員会委員名簿 

 

番号 委員区分 氏 名 所属団体等 役 職 

1 

学識経験のある者 

横 山  由 紀 子 

兵庫県立大学 経営学部  

事業創造学科 事業支援 

（マーケット・アナリシス）

コース 教授 

委員長 

2 大 塚  優 子 

姫路獨協大学 医療保健学

部 

こども保健学科 教授 

副委員

長 

3 小 川  真 知 子 

特定非営利活動法人

SEAN  

理事長 

 

 

4 

民間企業又は公共的

団体の推薦する者 

伊 藤  剛 

東芝デバイス＆ストレージ

株式会社姫路半導体工場 

管理部総務安全担当グルー

プ長 

 

5 地 丸  勇 太子町商工会事務局長  

6 
教育関係機関に属す

る者 
丸 山  尊 大 

太子町教育委員会社会教育

課 

社会教育主事 

 

7 

兵庫県男女共同参画

推進員 

瀧 北 り え 兵庫県男女共同参画推進員  

8 濱 上  廣 良 兵庫県男女共同参画推進員  

9 

公募により選任する

者 

大 塚  麻 美 公募委員  

10 藤 原  恵 公募委員  
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太子町男女共同参画プラン策定推進本部設置要綱 
（設置） 

第1 条 太子町男女共同参画プラン(以下「プラン」という。)の策定を総合的に推進するため、太子町男女共同参画

プラン策定推進本部（以下「本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第2条 本部は次の各号に掲げる事務を所掌する。 

⑴ プランの策定に関すること。 

⑵ プランの策定に係る諸施策の協議及び総合調整に関すること。 

⑶ その他プランの策定に必要な事項に関すること。 

（組織） 

第3条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

２ 本部長は町長の職にある者をもって充てる。 

３ 副本部長は、副町長の職にある者をもって充てる。 

４ 本部員は、教育長、総務部長、生活福祉部長、経済建設部長及び教育次長の職にある者をもって充てる。 

（本部長及び副本部長の職務） 

第4条 本部長は本部を統括する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第5条 本部の会議は、本部長が招集し、本部長が議長となる。 

（プロジェクトチーム） 

第6条 本部は､第2条の所掌事務を遂行するにあたり､太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチームを置くこ

とができる。 

２ 太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチームの運営に関し必要な事項は､別に定める。 

（庶務） 

第7条 本部の庶務は、総務部企画政策課において処理する。 

（補則） 

第8条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成30年5月1日から施行し、平成31年3月31日限り、その効力を失う。
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太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチーム設置要綱 
（設置） 

第1 条 太子町男女共同参画プラン(以下「プラン」という。)の策定に必要な調査及び研究並びにプランの素案策定

を行うため､太子町男女共同参画プラン策定推進本部設置要綱（平成30 年訓令甲第3 号。以下「本部要綱」とい

う。）第6条第1項の規定に基づき太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチーム（以下「チーム」という。）

を設置する。 

（所掌事務） 

第2条 チームは次の各号に掲げる事務を所掌する。 

⑴ 男女共同参画に関する実施状況等の現状把握及び課題検討に関すること。 

⑵ プランの素案の策定に関すること。 

⑶ プランの素案の策定に必要な連絡調整に関すること。 

（組織） 

第3条 チームは職員10名以内で組織し、本部要綱第3条第2項に定める本部長が任命する。 

２ チームにリーダー及びサブリーダ―を各1名置き､互選によって定める。 

３ リーダーは､チームの会務を総理し､チームを代表する。 

４ サブリーダーは、リーダーを補佐し､リーダーに事故あるときは､その職務を代理する。 

（会議） 

第4条 チームの会議は､リーダーが招集し、リーダーが議長となる。 

２ チームは前項の会議の成果を太子町男女共同参画プラン策定推進本部に報告する。 

（資料の提出等の請求） 

第 5 条 チームは、プランの素案の策定にあたり､関係する所属長に資料の提出､意見の聴取､説明その他必要な協力

を求めることができる。 

（庶務） 

第6条 チームの庶務は、総務部企画政策課において処理する。 

（補則） 

第7条 この要綱に定めるもののほか、チームの運営に関し必要な事項は、リーダーが別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成30年5月1日から施行し、平成31年3月31日限り、その効力を失う。 
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太子町男女共同参画プラン策定推進本部名簿 

 

 

 

太子町男女共同参画プラン策定プロジェクトチーム名簿 

 

 

番号 氏  名 職  名 役 職 

１ 服 部 千 秋 町 長 本 部 長 

２ 名 倉 嗣 朗 副 町 長 副 本 部 長 

３ 寺 田 寛 文 教 育 長  

４ 栄 藤 雅 雄 総 務 部 長  

５ 岡 田 俊 彦 生活福祉部長   

６ 八 幡 充 治 経済建設部長   

７ 木 村 和 義 教 育 次 長  

番号 氏  名 職 名 担当部署 役 職 

１ 山 崎  将  係 長 企 画 政 策 課  

２ 井出 洋平 主 査 総 務 課  

３ 石原 佳代 主 査 町 民 課  

４ 中妻 久美子 係 長 生 活 環 境 課 リ ー ダ ー 

５ 蛭井 のり子 係 長 社 会 福 祉 課  

６ 内海 美苗 係 長 さわやか健康課 サブリーダー 

７ 重末 素子 係 長 産 業 経 済 課  

８ 佐々木 悟 係 長 まちづくり課  

９ 宗野 義和 係 長 管 理 課  

10 丸山 尊大 係 長 社 会 教 育 課  
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目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第

二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男

女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着

実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の

急速な変化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分

かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる

男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国

社会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方

向を示し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成

に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応

できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の

責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的か

つ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの

意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保さ

れ、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受す

ることができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するた 

 

 

 

 

め必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的

に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられるこ

と、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力

を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨

として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、

性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択

に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻

害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行

が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なも

のとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若

しくは地方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければな

らない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会

の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動につい

て家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行

うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係

を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下

に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての

基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進

に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性

男女共同参画社会基本法 

公布：平成 11年  6 月 23日法律第 78号 

改正：平成 11年  7 月 16日法律第 102号 

改正：平成 11年 12月 22日法律第 160号 
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に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、

基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけれ

ばならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため

必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講

じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しな

ければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して

講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした

文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画

の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、

男女共同参画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事

項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、

当該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策につ

いての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるよ

うに努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画

計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認

められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形

成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民

の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又

は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情

の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参

画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者

の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす

影響に関する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外

国政府又は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する

国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努め

るものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を

支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものと

する。 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理す
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ること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び

重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況

を監視し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査

し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意

見を述べること。 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣

総理大臣が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であっ

てはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定

する議員の総数の十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、

関係行政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、

意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前

項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その

他会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会

設置法」という。）第一条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第二

十一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存続する

ものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命さ

れた男女共同参画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第二十

三条第一項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみなす。こ

の場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第二項

の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第四条第二項の規定によ

り任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期

間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定めら

れた男女共同参画審議会の会長である者又は同条第三項の規定により指名さ

れた委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第一項

の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第三項の規定により審

議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。 

（総理府設置法の一部改正） 

第四条 総理府設置法（昭和二十四年法律第百二十七号）の一部を次のように改

正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成一一年七月一六日法律第一〇二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）

の施行の日〔平成一三年一月六日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 〔略〕 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八

条並びに第三十条の規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その

他の機関の会長、委員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）

の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規

定にかかわらず、その日に満了する。 

一～十 〔略〕 

十一 男女共同参画審議会 

十二～五十八 〔略〕 
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（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必

要となる経過措置は、別に法律で定める。 

附 則〔平成一一年一二月二二日法律第一六〇号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施

行する。〔後略〕 
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目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人

権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が行われている。ところが、配偶者から

の暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害

者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害

者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴

力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。こ

のような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者か

らの暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。こ

のことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組に

も沿うものである。ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支

援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を

図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対す

る暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすもの

をいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下

この項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称する。）を

いい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引

き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係 

 

 

 

 

 

 

と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実

上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入る

ことを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者

の自立を支援することを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下

この条及び次条第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並

びに次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めなければな

らない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計

画及び同条第三項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとす

る。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する

事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定めなければならな

い。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関

する事項 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

公布：平成 13年 4月 13日法律第  31 号 

改正：平成 16年 6月  2 日法律第  64 号 

改正：平成 19年 7月 11日法律第 113号 

改正：平成 25年 7月  3 日法律第  72 号 

改正：平成 26年 4月 23日法律第 28号 
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三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県

基本計画を勘案して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市

町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本

計画の作成のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならな

い。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設に

おいて、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよ

うにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者

暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとす

る。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のため、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員

若しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その

他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその

同伴する家族。次号、第六号、第五条及び第八条の三において同じ。）の

緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確

保、援護等に関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関

との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関

係機関への連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関

係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定

める基準を満たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団

体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴

力に限る。以下この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その

旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなければな

らない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力に

よって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨

を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することができる。この場

合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に

関する法律の規定は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈

してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力に

よって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者

に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その有する情報を

提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた

場合には、必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴

力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、

必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるとき

は、警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十

三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、

被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括す

る方面を除く方面については、方面本部長。第十五条第三項において同じ。）

又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力

による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出

を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家

公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置

の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援
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助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する

事務所（次条において「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和二十五

年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子

及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令

の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又

は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、

その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努め

るものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して

被害者から苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう

努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害

者の生命又は身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この

章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶

者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更

なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害

者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者で

あった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号にお

いて同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合

にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対す

る脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。

同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれ

が大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその

婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、

同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各

号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項について

は、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合

に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者

と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この号において同じ。）そ

の他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務

先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠と

している住居から退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはな

らないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁

判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害

が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過す

る日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはなら

ないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得

る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、

電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送

信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話

をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信するこ

と。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物

を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞（しゆう）恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る

状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、

若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下

この項及び次項並びに第十二条第一項第三号において単に「子」という。）と

同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言

動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居している

子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要

があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は

発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えら

れることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、

同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日まで

の間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身

辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する
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場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当

該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と

社会生活において密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶

者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四

号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言

動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族等に関し

て配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると

認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁

判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられること

を防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規

定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当

該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下

この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、

又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいか

いしてはならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項

において同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人であ

る場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、することが

できる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所

（日本国内に住所がないとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管

轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地

方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅

迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」と

いう。）の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する

脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身

体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時に

おける事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者

が当該同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立

ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者

が当該親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防

止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時に

おける事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げ

る事項について相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びそ

の事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名

称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる

事項の記載がない場合には、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げ

る事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明治四十一年法

律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添付しなければ

ならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判を

するものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日

を経なければ、これを発することができない。ただし、その期日を経ること

により保護命令の申立ての目的を達することができない事情があるときは、

この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場

合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長

に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに

対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この

場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、

これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センタ

ー若しくは所属官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは

保護を求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に

関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。

ただし、口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足り

る。 
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２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若

しくは審尋の期日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を

申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知する

ものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職

員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書

に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載が

あるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容

を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立

書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっ

ては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時

が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることが

できる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明ら

かな事情があることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立て

により、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力

の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判

所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命

ずる場合において、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられ

ているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合におい

て、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、

抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しく

は第四項の規定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを

取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該

通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令

を取り消した場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立て

があった場合には、当該保護命令を取り消さなければならない。第十条第一

項第一号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっては同号の規定

による命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後において、同条

第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起

算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、

当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したと

きも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所

が前項の規定により当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せら

れた命令の申立ての理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫

と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てがあったと

きは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようと

する被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられた命

令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転

居を完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発す

る必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するものと

する。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい

支障を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第

一項各号列記以外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号

及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号

中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並び

に第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号ま

でに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第

十八条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事

件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件

に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあ

っては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の

期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、

この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がい

ない場合又は公証人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、

当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二

条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 
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第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に

関しては、その性質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）

の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な

事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係

のある者（次項において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当た

り、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、

障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘

密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴

力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとす

る。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理

解を深めるための教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に資するため、加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回

復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人

材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

を図るための活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるも

のとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営

に要する費用（次号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第

四項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場

合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に

要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その

他適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事

務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要す

る費用を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定に

より支弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、

その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助

することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及

び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共

にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないも

のを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身

体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を

受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあっ

た者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた

者について準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴

力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と

読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する関係

にある相手からの暴力を受けた者をい

う。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者

であった者 

同条に規定する関係にある相手又は同条

に規定する関係にある相手であった者 

第十条第一項から第四項

まで、第十一条第二項第二

号、第十二条第一項第一号

から第四号まで及び第十

八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係にある相

手 

第十条第一項 離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消さ

れた場合 

第二十八条の二に規定する関係を解消し

た場合 
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項までの規定によるものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、一年

以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）又は第二十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一項

（第二十八条の二において準用する第十八条第二項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のあ

る申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。た

だし、第二章、第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、

第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十

七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者から

の身体に対する暴力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合に

おける当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一

項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、これら

の規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この

法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措

置が講ぜられるものとする。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第四条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法律第四十号）の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成一六年六月二日法律第六四号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第十条

の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件につい

ては、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての

理由となった身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼす

ものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第

二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）

があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中

「二月」とあるのは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施

行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜ

られるものとする。 

附 則〔平成一九年七月一一日法律第一一三号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る

同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第三条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法律第四十号）の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二五年七月三日法律第七二号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正） 

２ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年法律第六号）の一部を次のように改

正する。 

〔次のよう略〕 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

３ 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法律第四十号）の一部を次のよ

うに改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二六年四月二三日法律第二八号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第四条第一項及び第二項、第十四条並びに第十九条の規定 

公布の日 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五

条から第十八条までの規定 平成二十六年十月一日 

三 〔略〕 

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 
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目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画（第八条―第十四条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十五条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第十六条・第十七条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第十八条

―第二十五条） 

第五章 雑則（第二十六条―第二十八条） 

第六章 罰則（第二十九条―第三十四条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうと

する女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること

（以下「女性の職業生活における活躍」という。）が一層重要となっているこ

とに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基本理

念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則

を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、

基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活における

活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速

な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対

応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男

女間の格差の実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営も

うとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その

他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別

による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活に

おける活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮で

きるようにすることを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、

出産、育児、介護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職する

ことが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏 

 

 

 

まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援

の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし

ての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境

の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可

能となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生

活との両立に関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意され

なければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推

進についての基本原則（次条及び第五条第一項において「基本原則」という。）

にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定

し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女

性労働者に対する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の

職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、国

又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策を総合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍

の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならな

い。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に

関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事

項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事

項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関す

る事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

公布：平成 27年  9 月 4 日法律第 64号 

改正：平成 29年  3 月 31日法律第 14号 
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要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するた

めに必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならな

い。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、

基本方針を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性

の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条に

おいて「都道府県推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針

及び都道府県推進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職

業生活における活躍の推進に関する施策についての計画（次項において「市

町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができ

るよう、基本方針に即して、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び

第十五条第一項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業主行動

計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」

という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計

画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事

項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であ

って、常時雇用する労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策

定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、

厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しよ

うとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内

容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しよ

うとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占

める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理

的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業における女

性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘

案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第二号の目

標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務

年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性

労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更した

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるた

めの措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更した

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを公表しなければならな

い。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施す

るとともに、一般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなけ

ればならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業

主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。

これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又

は変更しようとする場合について、第四項から第六項までの規定は前項に規

定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、

それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事

業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主

について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取

組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準



97 

 

に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第二十条第一項において「認

定一般事業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役

務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定める

もの（次項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付す

ることができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと

紛らわしい表示を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当すると

きは、第九条の認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十二条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、

常時雇用する労働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項に

おいて同じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする

場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするとき

は、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第

三項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同

組合連合会その他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会で

あって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は

間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）

のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行う

ものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を

適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったも

のをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくな

ったと認めるときは、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、

厚生労働省令で定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他

の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に

届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合

について、同法第五条の三第一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第

四十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条の二、第四十八条の三第一

項、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は

前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四

十条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対す

る報酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項にお

いて準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用

する。この場合において、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行おう

とする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第

十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」

と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は

期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の規定の適用については、

同法第三十六条第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働

者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与えようとする」

と、同法第四十二条の三中「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六

十四号）第十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」

とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施

状況について報告を求めることができる。 

第十三条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集

に従事する承認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研

究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法について

指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十四条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画

を策定しようとする一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業

主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は

一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その他の援

助の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十五条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定

めるもの（以下「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事

業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施す

る女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以

下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しよ

うとする目標 
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三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内

容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、

内閣府令で定めるところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男

女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める

女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活における

活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために

改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めな

ければならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用す

る職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、

勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用

いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを職員に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実

施の状況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定

事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十六条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところ

により、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、

その事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表

しなければならない。 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業

における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう

努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十七条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女

性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第十八条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業

紹介、職業訓練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置

と相まって、職業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の

関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他

の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切

に実施することができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委

託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事してい

た者は、正当な理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

（財政上の措置等） 

第十九条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施

策を支援するために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫

等（沖縄振興開発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であ

って政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な

使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍に

関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状

況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注

の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大

その他の必要な施策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進につい

て、国民の関心と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発

活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよ

う、国内外における女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関す

る情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第二十三条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の

推進に関する事務及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条に

おいて「関係機関」という。）は、第十八条第一項の規定により国が講ずる措

置及び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他

の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、

当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的

かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以

下「協議会」という。）を組織することができる。 
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２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第十八条

第三項の規定による事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者

を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲

げる者を構成員として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」

という。）が相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推

進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域

の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組について協

議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところ

により、その旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十四条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、

正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事

項は、協議会が定める。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第二十六条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、

第八条第一項に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導

若しくは勧告をすることができる。 

（権限の委任） 

第二十七条 第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限

は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委

任することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、

政令で定める。 

第六章 罰則 

第二十九条 第十二条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の

規定による業務の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一

年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以

下の罰金に処する。 

一 第十八条第四項の規定に違反した者 

二 第二十四条の規定に違反した者 

第三十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円

以下の罰金に処する。 

一 第十二条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した

者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定に

よる指示に従わなかった者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の

規定に違反した者 

第三十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項の規定に違反した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定によ

る報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定によ

る立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して

答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十一条第一項の規定に

違反して秘密を漏らした者 

第三十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関し、第二十九条、第三十一条又は前条の違反

行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本

条の罰金刑を科する。 

第三十四条 第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、

二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、

第五章（第二十八条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに

附則第五条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。 

２ 第十八条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務

に関して知り得た秘密については、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含

む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を

有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密について

は、第二十四条の規定（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、

第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 



100 

 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴

い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施

行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（社会保険労務士法の一部改正） 

第五条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九号）の一部を次のように

改正する。 

〔次のよう略〕 

（内閣府設置法の一部改正） 

第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正す

る。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二九年三月三一日法律第一四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正規定及び附則第

三十五条の規定 公布の日 

二・三 〔略〕 

四 〔前略〕附則第二十一条、第二十二条、第二十六条から第二十八条まで

及び第三十二条の規定並びに附則第三十三条（次号に掲げる規定を除く。）

の規定 平成三十年一月一日 

五 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、当該規定）

の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 
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用 語 解 説 

 

【 あ 行 】 

NPO ( Non-Profit Organization ) 

さまざまな社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配することを目的としない団体の総称。

法人格の有無を問わず、さまざまな分野(福祉、教育、文化、まちづくり、環境、国際協力など)で、社会

の多様化したニーズに応える重要な役割を果たすことが期待されている。 

Ｍ字カーブ 

日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき、その形がアルファベットのMのような形にな

ることをいう。これは、結婚や出産を機に離職し、子育てが一段落すると再び就労する女性が多いという

特徴を表している。 

エンパワーメント 

一人ひとりが持つ潜在能力を能動的に湧き出させ、顕在化させることを意味する。 

男女共同参画では、女性の経済・社会的地位の向上をめざして、個々の女性が経済活動や社会に参画す

るために必要な知識や能力を身につけていくことを指す。 

 

【 か 行 】 

家庭児童相談員 

ひきこもり、登校拒否、家庭内暴力、虐待、母子家庭など、家庭では解決できない複雑な問題を抱えて

いる場合が多くなっているなか、児童の健全な養育・福祉の向上を目的に、このような問題の相談に対し

アドバイスを行う相談員。 

合計特殊出生率 

15 歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女性が生涯に産む子どもの人数

に相当する。 

国際婦人年 

1972年の第27回国連総会において女性の地位向上のため世界規模の行動を行うべきことが提唱され、

1975年を国際婦人年とすることが決定された。また、1976年～1985年までの10年間を「国連婦

人の10年」とした。 

 子育て世代包括支援センターひだまり 

   母子健康手帳交付時の保健師による面談、妊娠・出産に関する助言、母子保健サービスや子育てについ

ての情報提供、希望者に対する支援プランの作成などを行い、医療機関などの関係機関と連携しながら、

妊娠期から子育て期における切れ目のない支援を行う。 

 子育てファミリーサポートセンター 

   子育てを応援してほしい人と子育てを応援したい人があらかじめ会員登録し、育児の相互援助活動を行

う会員制の組織。太子町では、平成29年10月から活動を開始している。 

  

 

【 さ 行 】 

性的マイノリティ 

性のあり方が社会的にマイノリティ（少数者）であることにより、さまざまな不利益を被っている人々。

具体的には、同性愛者、両性愛者、性同一性障害の人などのこと。 

セクシュアル・ハラスメント 

「性的いやがらせ」の意味で、略して「セクハラ」といわれている。相手の意に反した性的な言動また

は性差別的な意識に基づく言動、さらには相手に不利益を与えたりするような性的言動を指す。男性に対

する性的いやがらせも同じである。 
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【 た 行 】 

地域包括支援センター 

  高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活をしていけるよう、保健師や主任ケアマネジャー、社

会福祉士などが連携を図り支援を行うため、平成１８年４月より設置された太子町役場内の機関。 

デートＤＶ 

若い世代で問題となっている恋人関係にある人などから受ける暴力。身体的暴力、性的暴力、経済的暴

力、精神的暴力、社会的暴力など、さまざまな形の暴力のこと。 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

配偶者や同居する恋人などから受ける暴力。親子間や同居の高齢者と介護家族の間に起こる暴力とは区

別されている。殴る蹴るといった身体的暴力だけでなく、相手の存在を理由なく無視するなどの精神的暴

力、その他、性的・経済的・社会的暴力などすべての暴力を含む。ＤＶ防止法では、配偶者間（事実婚や

元配偶者も含む。）の暴力に限定し、性別は問わないものとしている。 

 

【 な 行 】 

 西播磨ＤＶ防止地域ネットワーク会議 

   DV 被害者の相談、支援などを行う西播磨市町、兵庫県、管内の警察署などの関係機関の相互協力およ

び密接な連携を図り、DV の防止、被害者ニーズに対応した各種の事業を効果的に実施し、被害者の自立

を支援することを目的とした組織。 

 

【 は 行 】 

ハラスメント 

他人に対しての発言や行為などで、意図している、していない関係なく不快にさせたり、傷つけたりす

ること。 

パワー・ハラスメント 

同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範

囲を超えて、精神的苦痛を与えるまたは職場環境を悪化させる行為。 

ひょうご女性チャレンジねっと 

出産・育児・介護などを理由に離職した女性の再就職や地域活動などのチャレンジを総合的に支援する

ため、兵庫県が構築した官民の関係機関のネットワークによる支援事業の名称。官民がそれぞれの支援策

の理解促進と情報共有を図り、連携による効果的な支援事業を展開することを目的とする。 

ひょうご防災リーダー 

  多様化・多発化する自然災害の軽減や防災の取組みを一層強化に備え、県が実施する講座を終了し地域

防災の担い手として自主防災組織のリーダーとして活躍する人。 

ひょうご防犯ネット 

兵庫県警察本部が実施している各地域でのチカンやひったくり、 振り込め詐欺などの事件発生情報や防

犯情報の配信サービス。ホームページでの掲載や登録者にはメール配信を行っている。 

ファシリテーター 

会議やミーティング、住民参加型のまちづくり会議やシンポジウム、ワークショップなどにおいて、中

立な立場を保ちながら話し合いに介入し、議論をスムーズに調整しながら合意形成や相互理解に向けて深

い議論がなされるよう調整する役割を担う人物。 

母子自立支援員 

母子家庭や寡婦の福祉に関して実情を把握し、個人それぞれケースに応じて自立に必要な相談や指導を

行う県の福祉事務所に所属する支援員。母子家庭のさまざまな問題、母親の就職、子どもの教育、母子福

祉資金・寡婦福祉資金の貸付などに対しての相談・指導を行っている。 

 

 

【 ら 行 】 

ライフステージ 

幼少期・少年期・青年期・壮年期・老年期など人生を生活段階に応じて区分した各段階をいう。 
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リプロダクティブ・ヘルツ／ライツ 

「性と生殖に関する健康・権利」と訳される。平成 6 年（1994 年）カイロで開かれた国際人口・開

発会議で提唱された概念で、自分の身体と健康に関する諸問題について主体的に考え、選択し、自己決定

する権利の保障を目指すもの。具体的には、いつ何人子供を産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足の

いく性生活、安全な妊娠・出産などの自己決定の権利。 

 

【 わ 行 】 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、さまざまな活動について、自ら希

望するバランスで展開できる状態。 
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